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不安定型鎖骨遠位端骨折は烏口鎖骨靱帯の断裂

を伴い、近位骨片は上方へ転位する骨折型である

（Neer分類Type2）1）（図1）。上肢帯に繋がる遠位

骨片はその重みで下方に変位し、一方で近位骨片

は付着する僧帽筋や胸鎖乳突筋の影響で上方に転

竹田綜合病院医学雑誌 51：2025

1

緒 言



位するために不安定型となる。骨接合術を行う際、

遠位骨片が小さい場合はプレート使用時にスクリュー

挿入による固定が困難となる。この場合、鎖骨を

上から押さえ込み、肩峰下面にフックをかけ固定

できるフック型のプレート（図2）が選択される

ことが多いが、術後抜釘が必要なことや肩峰に骨

孔形成されることなどが課題とされてきた2）。

烏口鎖骨靱帯再建術は肩鎖関節脱臼に対する術

式であり、主に関節鏡視下に人工靱帯を使用し鎖

骨と烏口突起を強固に固定する術式であり方法で

ある3)（図3）。近年、関節鏡を用いた烏口鎖骨靭

帯再建術を本骨折に用いた報告が散見されるよう

になり良好な成績を収めている4)5)。今回、当院

で不安定型鎖骨遠位端骨折に対して、鏡視下烏口

鎖骨靱帯再建術を試みた3症例の術後6ヶ月成績を

検討したので報告する。

2024年5月以降に不安定型鎖骨遠位端骨折に対

し、鏡視下烏口鎖骨靱帯再建術を施行し術後6ヶ

月経過観察可能であった3例を対象とした。全例

男性で肉体労働に従事または趣味でスポーツ活動

をしていた。平均年齢 60.0歳（40～77歳）であっ

た。

手術は全例、全身麻酔下にビーチチェア位にて

施行した（図4）。はじめに鎖骨遠位端から骨幹部

に沿って5㎝程度近位まで皮膚を切開した。骨折

部を用手的に整復しながら、肩峰外側から経皮的

に肩峰から鎖骨に向けて2.0㎜ K-wireで仮固定

した（図5）。次に関節鏡操作で後方ポータル

（viewingportalとし、30°鏡と70°鏡を併用した）、

前方ポータルを作成し、烏口突起下を郭清した。

次いで、関節鏡視と術中透視下に鎖骨-烏口突起

間に骨孔を作成した。骨孔にsuturerelayで人工

靱帯（Low-ProfileAC RepairSystem；Arthrex,

Naples,FL,USA）を挿入した（図6）。
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後療法は全例、術直後から三角巾固定とし、術

後1週間から他動運動開始、2週で三角巾固定終了、

3週から自動運動開始とした。

評価項目は、肩関節可動域（前方挙上、外転、

結帯動作）、日本整形外科学会肩関節疾患評価

（JOAscore）、およびX線像での骨癒合の有無と

した。

術後6ヶ月時点で、前方挙上角度は平均153.3度、

外転角度は平均146.7度、結帯動作は平均第10胸

椎-第11胸椎レベルであった。またJOAスコアは

平均91.7点であった。骨癒合に関しては、完全な

骨癒合は全例認めなかったものの、仮骨は確認で

きた（表1）。

代表症例を供覧する。40歳男性、飲酒後に転倒

し受傷した。肉体労働に従事しており早期に職業

復帰を望まれていた。遠位骨片は粉砕しており、

通常の鎖骨遠位端プレートでのスクリュー固定は

困難と判断し、鏡視下烏口鎖骨靱帯再建術を受傷

後10日目に施行した（図7）。手術時間は1時間20

分であった。術後6ヶ月時点では単純X線像で明

確な骨癒合は確認できなかったものの、仮骨は十

分に見られていた。可動域は前方挙上 180°、外

転 180°、結帯は第6胸椎と良好であった。JOA

スコアは95点であった。

不安定型鎖骨遠位端骨折に保存治療を行い、

1/3の症例で偽関節となったとする報告がある6)。

しかし偽関節になっても最終的には機能的な問題

を残さない症例も多いとする報告7)もあり、骨癒

合と肩関節機能は必ずしも相関しない可能性があ

る。

本例では3例ともに術後骨癒合は得られなかっ

たものの、JOAスコアは良好で機能的には問題な

かったと考えられた。この理由として、鎖骨の上

方転位を押さえつけ鎖骨が元の位置に戻ることで、

鎖骨に付着する種々の筋のバランスが保たれ、肩

関節機能が保たれる可能性を考えた。

偽関節となっても機能的に問題ない症例が存在

することから、この骨折型に対する治療方針は一

定の見解は得られておらず、保存治療を推奨する

文献も存在する8)。しかしながら、スポーツや肉

体労働などへの早期復帰を考慮すると、活動性の

高い症例では手術が望ましいとされ、手術が必要

となる症例も確実に存在する8)。手術術式を検討

する際、遠位骨片が粉砕しプレートによるスクリュー
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定が期待できない場合は、従来はフック型のプレー

ト（図2）が選択されることが多かった。Tambe

らは高い癒合率と良好な肩機能が得られたと報告

している9)。ただし、術後抜釘のために再手術が

必要なことや肩峰に骨孔が形成されることなどが

課題とされており2)9)、これらはフックプレート

に特有の問題である。また、利点として挙げられ

た高い癒合率について前述のように肩関節機能改

善に寄与していない可能性がある。

保存治療と比較し早期社会復帰が望める点やフッ

クプレートに特有の合併症を起こさない点から本

術式は有効であると考えた。

不安定型鎖骨遠位端骨折に対する烏口鎖骨靭帯

再建術を施行した3症例の術後6ヶ月成績を検討し

た。本術式は不安定型鎖骨遠位端骨折に対し有用

である可能性が示唆された。本骨折では、鎖骨と

烏口突起間を固定することで、骨癒合は得られな

くとも、機能的な回復が得られる可能性が示され

た。
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保存療法に抵抗性を示す腱板断裂症例において、

肩関節拘縮を合併する場合、術後に可動域制限や

夜間痛の残存などが問題となることがある1）-3）。

こうした症例に対し、術中に非観血的肩関節授動

術（いわゆるサイレント・マニピュレーション）

を実施することで、術後成績の改善が報告されて

いる4）。しかしながら、同手技には上腕骨骨折、

関節窩骨折、肩関節脱臼といった重篤な合併症の

リスクが存在する5）。そのため、安全性の観点か

らは、肩関節鏡視下にて拘縮を解除する鏡視下肩

関節授動術の併用が望ましいとされる6）-7）。本研

究では、肩関節拘縮を伴う腱板断裂症例10例に対

し、鏡視下腱板縫合術に鏡視下肩関節授動術を併

用し、術後6か月までの臨床成績を検討したので

報告する。

本研究は、3か月以上の保存療法に抵抗性を示

し、肩関節拘縮を合併した腱板断裂症例のうち、

手術を希望した10症例（表1）を対象とした。全
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症例N0. 年齢(歳） 性別 断裂サイズ

1 57 M 小

2 76 M 大

3 47 M 大

4 54 F 小

5 68 F 中

6 72 M 中

7 72 M 中

8 68 F 小

9 60 F 小

10 52 M 小

表１



例に対し、鏡視下腱板縫合術および鏡視下肩関節

授動術を施行し、術後6か月間の経過観察を行っ

た。

肩関節拘縮は、既報に準じて、麻酔下における

関節可動域が屈曲 120度以下または外旋 10度以

下のいずれかを満たす場合と定義した2)。腱板断

裂の分類はMRI所見に基づき、小断裂（≦1㎝）、

中断裂（1～3㎝）、大断裂（＞3㎝）の3群に分

類した8)。

手術は全例、全身麻酔下ビーチチェア位にて実

施した。後方ポータルから関節鏡を挿入後、腱板

疎部に前方ポータルを作成し、過去の手法7)に準

拠して授動術を行った。まず腱板疎部および烏口

上腕靱帯の切除を行い、肩甲骨関節窩において全

周性に関節包を切離した。続いてカメラを肩峰下

滑液包へ移動させ、肩甲棘基部を中心とした癒着

組織を十分に剥離・切除した（図1）。

癒着解除後、腱板縫合を行った。小断裂および

中断裂では腱板母床部にアンカーを1～2個挿入し、

singlesuture法にて2～5か所を縫合した（図2）。

大断裂ではdualrow法を採用し、棘下筋腱付着部

に1個のアンカーを挿入してmattresssutureを行

い、さらに腱板付着部に1～2個のアンカーを追加

し、singlesuture法にて4～6か所を縫合した（図3）。

術後は全例において3週間外転装具を装着し、3

週目以降より自動運動を開始した（図4）。評価項

目は、肩関節可動域（前方挙上、外転、下垂位外

旋、結帯動作）、夜間痛のNumericalRatingScale

（NRS）、および日本整形外科学会肩関節疾患評価

（JOAスコア）とし、術前および術後1、3、6か月

時点で評価を実施した（図5）。

統計解析はGraphPadPrism9（GraphPadSoftw

are,SanDiego,CA）を用いて行い、一元配置分

散分析 （one-wayANOVA）により時点間の比較
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を実施し、Tukeyの多重比較法を事後検定として

適用した。

なお本研究は、すべての症例に対し文書による

インフォームドコンセントを取得した。

肩関節の前方挙上角度は、術前の平均93.5度か

ら術後1か月で104.0度、3か月で143.0度、6か月

で152.5度へと推移し、術前と比較し改善した

（図6）。外転角度も術前平均86.0度から術後1か月

で88.0度、3か月で134.0度、6か月で149.0度と改

善がみられた（図7）。

外旋角度は術前平均29.0度であったが、術後1

か月では28.0度とわずかに減少したものの、3か

月後には46.5度、6か月後には49.0度まで改善し

た（図8）。結帯動作においては、術前平均L5レ

ベルから、術後1か月でL4、3か月でL1、6か月で

はTh12レベルまで改善した（図9）。

夜間痛に関しては、NRSで術前平均7.6から、

術後1か月で4.6、3か月で1.6、6か月で1.2へと軽

減された（図10）。JOAスコアも術前の平均56.0

から、術後3か月で86.3、6か月で90.0まで上昇し、

機能的改善が認められた（図11）。

なお、術後に合併症を呈した症例は認められな

かった。

本研究では、肩関節拘縮を合併した腱板断裂症

例に対し、鏡視下腱板縫合術と併せて鏡視下肩関

節授動術を施行し、可動域や夜間痛、機能評価に

おいて術前と比較し良好な術後成績が得られた。

これらの結果は、先行研究における報告と一致す

る2)-4)。腱板断裂症例の約40％に肩関節拘縮を合

併するとの報告もあり9)、癒着の存在は腱板縫合

術後の成績に大きく影響を及ぼす可能性がある。

特に注目すべきは、術後に夜間痛が顕著に軽減

した点である。癒着性肩関節包炎を対象とした先

行研究では烏口上腕靭帯の切除が夜間痛の改善に

関係するとの報告もあり7)、本研究では全症例に

おいて烏口突起基部および肩甲棘基部に癒着が認
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図５ 日本肩関節学会ホームページより
（https://www.j-shoulder-s.jp/assets/docs/download/005.pdf）



められたことから、これらの部位が夜間痛の発生

に関与していた可能性が示唆される。したがって、

腱板断裂に対する鏡視下手術においては、癒着の

評価と除去、特にこれら解剖学的部位への十分な

アプローチが、術後疼痛の軽減および機能回復に

寄与する可能性がある。

なお、本研究では対象が10例と少数であり、統

計学的検出力が十分でない可能性がある。また観

察期間が6か月にとどまり、長期的な機能成績に

ついては不明である。今後は症例数を増やし、対

照群を設定した長期的検討が必要と考えられる。

結 論

肩関節拘縮を合併する腱板断裂症例に対して、

鏡視下腱板縫合術に鏡視下肩関節授動術を併施す

ることで、良好な術後成績が得られた。また、拘
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縮の解除が夜間痛の改善に寄与する可能性が示唆

された。

一方で、本研究は少数例・短期的成績に基づく

ものであり、今後さらなる症例集計と長期的検討

が求められる。
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A病棟は外科・泌尿器科の混合病棟で、手術・

検査目的での入院患者数が多く、院内の一般病棟

と比較し病床回転率が高い病棟である。手術は1

泊2日の生検術からロボット支援下手術まで幅広

く行っており、周術期の管理は勿論、ストーマ管

理や創傷管理、がん薬物療法や放射線療法、終末

期や緩和ケアに至るまで対象疾患や病態は多岐に

渡る。患者の多くは高齢者であり、認知症を伴う

患者もいる。そのため、病棟看護師の看護業務は

今後ますます複雑化・繁雑化すると予測され、看

護業務の効率化や改善を図り高度化する医療に対

応していく必要があると考える。日本看護協会に

おいても、2023年改訂の「看護師等の確保を促進

するための措置に関する基本的な指針」で看護業

務の効率化の必要性を示しており、看護業務の中

で申し送りが占める時間の割合は高いため、改善

すべき看護業務の一つとされている。A病棟では、

夜勤者から日勤リーダーのみへ紙面と口頭での申

し送り時間が30分間以上あり、申し送りの終了時

間や申し送る内容も決まっていなかったため、看

護師個々の判断で情報の優先度が異なり、優先度

の低い情報を長時間申し送っていた。そのため、

その後の業務が遅延してしまい、チーム内でカン

ファレンスや情報共有を行えず、チーム内の連携

や相談、指導が希薄となっている現状があった。

そこで、患者へ質の高い看護が提供できるために、

申し送り時間短縮とカンファレンス定着を目的に、

担当チームの日勤看護師と夜勤者が、ベッドサイ

ドで患者の状態や様子を確認し、さらに患者の思
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いも直接確認しながら申し送り・カンファレンス・

安全確認を行う患者参画型ウォーキングカンファ

レンス（以下ウォーキングカンファレンス）を20

24年9月に導入した。導入後、大きな混乱やアク

シデントはなく現在も継続できており、病棟看護

師からは様々なメリットの声が聞かれるようになっ

た。そこで、ウォーキングカンファレンス導入後

の効果を明らかにすることを目的に調査した。

A病棟におけるウォーキングカンファレンス導

入後の効果を明らかにする。

1.患者参画型ウォーキングカンファレンスとは、

担当チームの日勤看護師と夜勤者が、ベッドサイ

ドで患者の状態や様子を確認し、さらに患者の思

いも直接確認しながら申し送り・カンファレンス・

安全確認を行うことを指す。

1． 実践内容

2024年4月から5月に現状分析と課題抽出、6月

から8月にウォーキングカンファレンスルール検

討と準備を行い、9月から導入した。現状分析は、

病棟看護師へのヒアリング、管理者と意見交換、

他施設の申し送り方法の情報収集を行った。課題

抽出では、申し送りのルール不備、病棟看護師の

カンファレンスに対する知識不足、始業時業務の

未整理を挙げた。準備では、ウォーキングカンファ

レンスの目的・方法・終了時間をルール化し、担

当者で繰り返し病棟の全看護師とケアアシスタン

トに周知した。また、カンファレンスで何を話せ

ばよいかわからないと答える看護師が多数いたた

め、カンファレンスの視点について勉強会を行っ

た。カンファレンスの視点は退院支援・行動制限

最小化・患者ケアの3つに絞り、これらについて

課題を抱える患者についてカンファレンスをする

ようにした。また、始業時の業務整理とケアアシ

スタントへのタスクシフト、夜勤リーダーがウォー

キングカンファレンス中のナースコール対応を行

い、日勤看護師全員が参加できウォーキングカン

ファレンスが中断することがないようにした。

2． 調査方法

病棟管理者を除く病棟看護師20名を対象にアン

ケート調査を行った。アンケートは、越智1)らの

研究を参考に、担当者で独自に作成した。アンケー

ト内容は「1．申し送り時間は短縮したと思うか」

「2．患者に必要なカンファレンスを毎日行うこと

ができているか」「3．ウォーキングカンファレン

ス導入後のメリット」「4．ウォーキングカンファ

レンス導入後のデメリット」とし、3と4について

は記述式にした。

4． データ収集方法

アンケート配布期間：2024年11月

アンケート収集方法：担当者がアンケートを配

布し、2週間の回答期間を設け、専用の回収箱に

投函とした。

5． データの分析方法

1）アンケート結果をもとに担当者で内容を単純集

計し、記述内容から類似したものをカテゴリー

化した。

2）各カテゴリーに関連する客観的データについて

担当者で話し合った。ウォーキングカンファレ

ンス導入前後3カ月間の「申し送り計測時間」

「病棟看護師の普通時間外時間」「退院患者平均

在院日数」「入退院支援1加算件数」「身体拘束

率」「レベル3a以上のアクシデント数」の比較

を行い、今回の調査の裏付けとして分析した。

3）ウォーキングカンファレンス導入前後3カ月間

で、申し送り時間をタイマーで担当者が計測し、

比較した。計測方法は各月毎にランダムに5回

申し送り時間を計測し、結果を平均し1回あた

りの所要時間（小数点以下切捨）とした。

6． 倫理的配慮

対象者に対して、調査の目的と方法、アンケー

トは無記名記載とし個人を特定できないよう処理

を行った。アンケート調査は自由意思であること、

拒否をしても不利益は無いことを口頭と文書にて

説明し、アンケートの回答をもって同意の有無を

確認した。
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1）記述式アンケート結果

アンケートは回答者20名で回収率は100％だっ

た。「申し送り時間は短縮したと思うか」「患者に

必要なカンファレンスは毎日行えているか」は

「はい」が共に20名（100％）だった。自由回答で

は、16のコードが抽出され、4つのカテゴリーに

分類した（表1）。カテゴリーを【 】、コードを

［ ］、コード数を（ ）で示す。

【申し送り時間】では［申し送り時間が短縮し

たと思う］20名（100％）、［終了時間を意識でき

るようになった］12名（60％）、［カンファレンス

の視点が理解できたので優先してカンファレンス

する内容がわかる］4名（20％）、［タスクシフト

しているのでチーム全員が参加できて中断しない

からスムーズに終わる］7名（35％）であった。

【業務効率化】では［情報共有がしやすくなった］

18名（90％）、［複数人で聞くので認識のズレやヌ

ケ・忘れが少なくなった］8名（40％）などであっ

た。【退院支援】では［今まではリーダー任せで

退院支援が進まなかったが、チームで退院支援を

話し合える］8名（40％）、［患者の思いを聴いて、

本当はどうしたいのか患者に寄り添うことができ

るようになった］8名（40％）などであった。【医

療安全】では［後輩にその場で実際の対応を見せ

ながら指導できる］4名（20％）、［先輩の対応や

考え方を一緒に学べて勉強になる］3名（15％）、

［行動制限について朝話し合い日中評価でき、解

除を意識するようになった］7名（35％）などで

あった。

2）客観的データの比較

【申し送り時間】については、導入前後3カ月間で

申し送り時間を計測し比較すると、平均 32.2分

から14.7分になり短縮傾向にあった（図1）。【業

務効率化】では、複数人で全患者を始業時に一緒

に確認することで、情報を正確に把握できるよう

になり、認識の乖離や情報共有のタイムラグが少

なくなった。業務効率化の指標である普通時間外

時間を導入前後3カ月間で比較すると、病棟看護

師1人当たり平均 1.80時間/月で減少傾向にあっ

た（図2）。【退院支援】では、今まではリーダー

看護師と社会福祉士のみが退院支援の役割を主に

担っていたが、リーダー看護師の力量や業務状況

で退院支援が滞っている現状があった。しかし、

ウォーキングカンファレンスを導入したことで、

担当チームで退院に関する課題についての対応策

の検討を毎日始業時にカンファレンスし、ウォー

キングカンファレンス後すぐに対応策が実行でき

るようになった。退院患者平均在院日数は導入前

11.76日から導入後 9.61日に短縮傾向にあった。

退院支援加算1件数は導入前平均 13.7件/月から

導入後 23.0件/月に増加傾向だった（図3）。【医

療安全】では、ウォーキングカンファレンスによ

り医療安全や行動制限最小化を看護師全員で毎日

一緒に考えて実践し、評価できるようになった。

身体拘束については、必要性についてチームでア

セスメントし転倒予防、抑制解除に向けた対策を

考える場となった。今までは、身体抑制について

のカンファレンスが充分に行えておらず、身体抑

制を実施してから解除に至るまで多くの期間を要

し、受け持ち看護師個々の力量や判断に左右され

ていた。しかし、ウォーキングカンファレンス後

は身体拘束解除の時間を積極的に確保したり、セ

ンサーを活用するなど様々な対応策をチームで考

えて行うようになった。また、せん妄や認知症の

ある患者を観察し、眠剤を使用し睡眠状況を毎日

評価することや、生活のリズムを整えるケアを行

うこと、肯定的な姿勢で患者に対応するなど、看

護師がチームとして統一したケアを行うためのカ

ンファレンスが実践できるようになった。経験年

数の少ない看護師は先輩看護師の視点や対応を一

緒に学ぶ機会になっており、先輩看護師は後輩に

指導する機会になった。アクシデント内容を比較

すると、レベル3a以上のアクシデントが導入後3

カ月間発生していなかった。身体拘束率は導入前

平均 2.22％から導入後 1.26％まで低減傾向にあ

り、院内の一般病棟で最低値となった（図4）。な

お、本調査は記述的調査であり、統計学的検定は

行っていない。
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【申し送り時間】については、導入前の準備で

看護師に繰り返し目的・方法だけでなくウォーキ

ングカンファレンスを行うメリットも説明したこ

とで全員の合意が形成されたこと、看護師間の認

識が統一され全員が終了時間を意識するようになっ

たこと、カンファレンスする視点を理解できたこ

とで必要且つ優先度の高い情報が絞れるようになっ

たことが、時間短縮につながったと考える。中村

らは「ウォーキングカンファレンスは、必要な情

報の選択と優先度の高い情報が絞れ、的確なショー

トカンファレンスと時間短縮へつながる」2)と報

告している。さらに、始業時に検査移送や手術室

への申し送り、ナースコール対応などの業務を日

勤看護師が行っていたが、業務整理とケアアシス

タントへのタスクシフトなど病棟全体で協働する

ことにより、日勤看護師全員がウォーキングカン

ファレンスに参加でき、尚且つ中断せずに行えた

ことも時間短縮の要因と考える。【業務効率化】

については、高村は「ウォーキングカンファレン

スは、ケアの優先順位をつけやすくなるため、全

体の勤務時間が減少し、超過勤務の減少につなが

る」3)と述べている。複数人で全患者を始業時に

一緒に確認することで、情報を正確に把握できる

ようになり、認識の乖離や情報共有のタイムラグ

が無くなったことでチーム内連携の強化やチーム

全体の業務が効率化し、トータルの業務時間減少

により普通時間外の減少につながったと考える。

【退院支援】において、本調査におけるウォーキ

ングカンファレンスの特徴は、患者参画型という

点である。患者の思いを引き出し、治療や療養先

に対する患者の意思を尊重し、個別性のある支援

をチームで考えるようになった。越智らは「看護

師が患者から直接、症状や思いを聞くことで情報

が正しく把握でき、患者それぞれに合ったケアや

支援に繋がる」1)と述べており、患者の思いや状

況に合わせて次の療養の場への移行が円滑化し、

平均在院日数短縮につながったことが考えられる。

また、退院支援を必要とする患者の退院が円滑に

なったため、退院支援加算1取得件数も増加した

と考える。【安全管理】では、経験年数の少ない

看護師は先輩看護師の視点や対応を一緒に学ぶ機

会になっており、先輩看護師は経験年数の少な

い看護師に対し、実際に対応を見せながら指導

が行えている。ウォーキングカンファレンスは、

OJT（OntheJobTraining）強化の機会であり、

看護師同士が共に学び合う教育の場であると考え

る。西野らは「ベッドサイドで複数の看護師の目、

耳、手で触れて相互に観察することで情報を共有

し、統一したケアを提供することにつながってお

り、医療の質と安全の向上に結びついていると考

えられる」4)と述べている。患者が安全・安楽に

過ごせる療養環境を整えるケアを、チームで毎日

話し合い実施することで、アクシデントを未然に

防ぐ危険予知になり、レベル3a以上のアクシデン

ト減少と身体拘束率低下につながったと考える。

1）患者参画型ウォーキングカンファレンス導入に

より、申し送り時間短縮とカンファレンスの定

着ができた。

2）病棟看護師の普通時間外減少、退院患者平均在

院日数の短縮、退院支援1加算件数増加、身体

拘束率低下、レベル3a以上のアクシデント減少

への効果も示唆された。

本調査の対象は、1施設1病棟の20名の病棟看護

師と限られており、研究参加者が少数であること、

経験年数、役割経験の差異等からデータの偏りが

ある可能性は否定できない。また、調査期間にお

いても導入前後3カ月間のみの比較のため、今後

はこの結果を踏まえ、量的研究で検証を行う等、

さらなる研究の積み重ねが必要である。

本研究における利益相反は存在しない。
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尾道市民病医誌 2021；34：33-39.

2) 中村恵子，藤田智成，上島美香 他：精神科
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シャルコー・マリー・トゥース病（Charcot-Marie-

ToothDisease：CMTD）は、若年発症で、四肢遠

位の筋力低下や感覚障害を特徴とする進行性・遺

伝性の末梢神経疾患である。今回、CMTD合併妊

婦の帝王切開に際して、脊髄くも膜下硬膜外併用

麻酔（combinedspinalandepiduralanesthesia：

CSEA）での管理を行い、術後に神経症状の増悪

を認めず、良好な経過をたどった症例を経験した

ので文献的考察を交えて報告する。

33歳、女性、1妊0産

既往歴：Basedow病 25歳でラジオアイソトープ

治療

手術歴：20歳 先天性臼蓋形成不全症 両側寛骨

臼蓋回転骨切り術（全身麻酔）

26歳 右卵巣内膜症嚢胞 腹腔鏡下卵巣

腫瘍核出術（全身麻酔＋硬膜外麻酔）

家族歴：実母がCMTDの診断

内服薬：レボチロキシンナトリウム水和物

CMTDの経過：10歳時に下肢の筋力低下・感覚障

害でCMTDを疑われ、11歳時には経過・家族歴よ

り臨床的に診断されていたとのことだが詳細不明

である。18歳時に当院神経内科で遺伝子検査施行

され、PMP22遺伝子の重複を確認されて確定診断
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に至った。

原発性不妊症のために近医で加療され、体外受

精-凍結融解胚移植により子宮内単胎妊娠が成立

した。妊娠12週で周産期・分娩管理目的に当科紹

介となった。以降当院で妊婦健診施行し、特筆す

べき異常なく経過した。先天性臼蓋形成不全症の

既往があり、開排制限が残存していること、分娩

時の怒責が困難と予測され、経膣分娩ではなく選

択的帝王切開での分娩方針とした。

本人より、妊娠経過中の筋力低下への不安なら

びに産後の育児不安があったため、妊娠33週より

リハビリ目的および産前の育児トレーニング目的

に入院した。入院時の徒手筋力テスト（Manual

MuscleTest：MMT）は表1のとおりで、四肢の遠

位筋で筋力低下が目立った。

入院後、1日2回のリハビリ介入を行いながら、

病棟助産師の協力のもと、新生児の実寸大の人形

を用いて本人ならびに夫に育児トレーニングを行

い、産後のケアに関する不安の解消に努めた。

また、入院中に麻酔科医より本人および夫に麻

酔方法の説明を行った。全身麻酔ならびにCSEA

それぞれのリスクを説明した上で、Sleepingbaby

のリスクを回避したい気持ちが強いことから、

CSEAでの管理を希望された。

2週間の入院を経て、筋力低下なく、育児に関

する自信がついたところで退院し、外来での妊婦

健診を継続し、異常なく経過した。

妊娠38週5日に、麻酔科医による麻酔管理のも

と、選択的帝王切開術を施行した。

術中経過：Th12-L1椎間から硬膜外カテーテルを

頭側に9cm留置後、L3-4椎間から高比重 0.5％

ブピバカイン 2.0ml、フェンタニル 25μgを用

いて脊髄くも膜下麻酔を行った。薬物注入10分経

過後麻酔効果不十分であり、硬膜外への局所麻酔

薬注入の方が術後合併症のリスクが高いと判断し、

再度L3-4椎間から同組成で脊髄くも膜下麻酔を

行った。再投与10分後には麻酔高Th4であること

を確認し手術を開始した。術中は疼痛の訴えなく

経過した。術中、児娩出後に母の感情表出が過度

となったため、鎮静のためにフェンタニル 100μg

を静注投与した。手術時間 34分、麻酔時間 58分、

出血量 1090ml（羊水込み）、尿量 210mlであっ

た。出生児は男児で体重 3,080g、アプガースコア

は9点/9点（1分値/5分値）、臍帯動脈血pH7.346

であり、児には明らかな神経症状を認めなかった。

術後経過：術中より硬膜外カテーテルから0.2％

ロピバカイン 100ml、フェンタニル 500μgの

持続投与を開始した。術後、呼吸状態の悪化や神

経学的所見の増悪は認めなかった。母児ともに問

題なく経過し、術後7日目に退院した。術後1カ月

健診でも神経学的所見の増悪は認めなかった。退

院後のMMTは表2のとおりであった。

シャルコー・マリー・トゥース病（Charcot-

Marie-ToothDisease：CMTD）は1886年に報告さ

れた末梢神経疾患であり、一般的に四肢、特に下

肢遠位部の筋力低下や感覚障害を特徴とする1）。

症状は軽症例から、補助呼吸や気管切開を必要と

する重症例まで多様である。未だに確立した治療

法がなく、本邦でも人口10万人あたり10.8人が罹

患しているという報告がある2)。原因遺伝子も多
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様であり、peripheralmyelinprotein22（PMP22）、

myelinproteinzero（MPZ）、gapjunctionprotein

beta1（GJB1）、earlygrowthresponse2（EGR2）

ほか100種類以上が知られている1)。本症例ではP

MP22遺伝子の重複が原因であり、脱髄型CMTD

で常染色体優性遺伝の形式をとる3)。

CMTD合併妊娠では、妊娠中に神経症状の増悪

を認めることがある。Rudnik-Schönebornら4)によ

る54人の妊婦/96例の妊娠を対象としたコホート

研究では、37％に妊娠中の症状増悪を認め、58％

は変化がないという結果であった。妊娠回数を重

ねると増悪する傾向にあるとされる。本症例では

特に妊娠経過中および増悪を認めなかった。

CMTDの母体への影響としては、妊娠高血圧症

候群、早産、帝王切開、分娩後異常出血といった

周産期合併症のリスクはいずれも上昇しないとの

後ろ向き研究4)5)がある一方、前置胎盤などの胎

盤位置異常の増加、胎位異常の増加、児娩出後の

出血の増加の報告6)もあることから、分娩管理の

際には産科危機的出血への対応も考慮すべきと考

えられる。本症例では周産期合併症は特に認めな

かった。

CMTD合併患者の麻酔管理においては、神経症

状の増悪の可能性を考慮し、脊髄くも膜下麻酔や

硬膜外麻酔を避けたほうがよいとされる。一方、

全身麻酔時の静脈麻酔薬、非脱分極性筋弛緩薬に

対する感受性が強い場合があるため注意を要する

ともされ2)、安全とされる方法が確立していない

現状がある。帝王切開での麻酔方法に関して、近

年では脊髄くも膜下硬膜外併用麻酔を施行したと

いう報告があるが、本邦での報告は渉猟し得た範

囲では4件程度に留まっている。Rudnik-Schöneborn

ら4)は帝王切開31症例のうち、6症例を全身麻酔

で、25症例を脊髄くも膜下麻酔で管理し、麻酔合

併症を認めなかったと報告している。

CMTD患者に対する前向き研究はなく、また、

多数症例での後ろ向き研究も乏しいため、全身麻

酔およびCSEAのどちらが最適であるかを判断す

ることは困難である。帝王切開においては、児へ

の影響も考慮して麻酔方法を選択しなければなら

ないことを念頭に置いた上で、CMTD合併妊婦で

は、個々の症例を慎重に検討し、患者ならびに家

族に十分な情報提供を行った上で、麻酔法を選択

すべきであると考えられる。

本症例ではCSEA管理下での帝王切開を施行し、

術中並びに術後経過が良好であり、かつ全身麻酔

によるSleepingbabyのリスクも回避することがで

きた。症例選択は必要であるが、脊髄くも膜下硬

膜外併用麻酔でも安全に帝王切開を行うことがで

きたという本症例が、知見の1つの材料となるこ

とに期待してやまない。

今回、CMTD合併妊婦に対して、脊髄くも膜下

硬膜外併用麻酔を施行し、術後に神経症状の増悪

を認めず、良好な経過をたどった症例を経験した。

今後、CMTD患者に対する脊髄くも膜下硬膜外併

用麻酔の知見が蓄積されることが望まれる。

本症例報告に際して、患者本人より口頭で同意

を得た。

利益相反はなし。

1) 難病情報センター：シャルコー・マリー・トゥー

ス病（指定難病10）．［閲覧日2025-7-31］

https://www.nanbyou.or.jp/entry/3774

2) SaikoKurihara,YoshikiAdachi,KenjiWada,

etal：Anepidemiologicalgeneticstudyof

Charcot-Marie-ToothdiseaseinWesternJapan．

Neuroepidemiology 2002；21：246-250.

3) 橋口昭大，高島博：4章 CMTの遺伝子異常

4-1 総論、CMT診療マニュアル編集委員会、

シャルコー・マリー・トゥース病診療マニュ

アル、改訂2版、京都、金芳堂、2015、29-34.

4) SRudnik-Schöneborn,SThiele,M CWalter,

etal：PregnancyoutcomeinCharcot-Marie-

Toothdisease：resultsoftheCMT-NET

cohortstudyinGermany．EurJNeurol2020；

27：1390-1936.

5) CarinaAwater,KlausZerres,SabineRudnik-
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先天梅毒は梅毒トレポネーマが胎盤や産道を介

して母体から胎児に感染することで発症する。近

年、本邦では梅毒感染者数の増加に伴い、先天梅

毒の発生数も増加している1)。梅毒感染母体が無

治療の場合、約70～100％で児に垂直感染する2)

ため、母体の梅毒検査や適切な抗菌薬治療が推奨

されている3)。感染乳児の約60～90％は出生時に

は無症候であり、治療を行わなかった場合、大部

分が生後5週以内に症状が出現する4)5)。したがっ

て、梅毒感染母体から出生した新生児に対しては、

早期に先天梅毒の評価を行うことが必要である。

今回、母体が梅毒の治療を完遂したにもかかわら

ず、先天梅毒を発症した症例を経験したため報告

する。

患者：日齢46、女児

主訴：発熱、哺乳力低下

周産期経過：母親は20歳代未婚、無月経と発疹を

主訴に近医産婦人科受診し、妊娠反応陽性、バラ

疹を認め、Rapidplasmareagintest（RPR） 256

倍、Treponemapallidumhemagglutination（TPHA）

2560倍、クラミジアPCR陽性だったため、梅毒、

竹田綜合病院医学雑誌 51：2025

21

緒 言

症 例



クラミジア合併妊娠と診断された。妊娠9週0日よ

り、梅毒に対しベンジルペニシリンベンザチン水

和物（DBECPCG） 240万単位を1週間毎3回筋肉

内注射され、クラミジアに対しクラリスロマイシ

ンを7日間内服した。

今回、妊娠パートナーと妊娠判明前に離別して

いたため公的機関より分娩目的に紹介された病院

を妊娠35週3日に初診した。初診時の検査でRPR

16倍、TPHA5120倍だったため、梅毒治療後と

診断され追加治療は受けなかった。また、この時

点でもクラミジアPCRは陽性だったためエリスロ

マイシンを内服し、PCR陰性化を確認された。妊

娠36週0日に切迫流産のため入院、39週0日に自然

分娩で児を娩出した。

児は出生体重 2810g、Apgarスコア1分値8点5

分値9点、皮膚異常や肝脾腫もなく、一般血液生

化学検査でも異常は認めなかった。出生時、母は

RPR（自動化法） 150.4R.U.、TP（自動化法)

31206.4T.U.であったのに対し（図1）、児はRPR

＜ 0.2R.U.、TP20096.0T.U.、Fluorescent

treponemalantibody-absorption（FTA-ABS）

法 IgM ＜ 5倍であった。胎盤の免疫染色検査で

も梅毒を示唆する所見は認められず、先天梅毒は

否定的と診断された。新生児期に行われた新生児

マススクリーニング検査、拡大新生児マススクリー

ニング検査、自動聴性脳幹反応（AABR）はいず

れも正常であった。生後2週間で退院し、特別養

子縁組制度に基づき里親に委託された。

現病歴：日齢46に哺乳量減少と39℃台の発熱を認

めたため当院救急外来を受診し、入院した。

入院時現症：身長 56㎝（+0.6SD）、体重 4080g

（-0.9SD）、体温 39.4℃、心拍数 180/分、SpO2

98％（室内気)、血圧 104/70㎜Hg。意識障害

はなく、顔色良好、活気も良好であった。大泉門

は平坦で、易刺激性はなく、腱反射の亢進も認め

なかった。眼球結膜充血はなく、咽頭発赤や頸部

リンパ節腫張も認めなかった。呼吸パターンに異

常はなく、肺音は清、心音は整で心雑音は認めな

かった。腹部は平坦で弾性は軟であった。肝臓を

肋骨弓下に4㎝触知し、脾臓は触れなかった。体

表に発疹も出血斑も認めず、筋緊張は正常範囲で

運動の左右差も認めなかった。

検査所見：入院時検査所見を表1に示す。血液検

査で、AST253IU/L、ALT217IU/L、LDH317

IU/L、ALP1150IU/L、γ-GTP401IU/Lと肝胆

道系酵素の上昇があり、白血球数 23300/μLと

増多、CRP8.98㎎/dLと上昇、プロカルシトニ

ン 1.84ng/mLと上昇、Hb8.6g/dLと貧血、お

よび血小板数 13.3万/μLと減少を認めた。尿検

査では膿尿と細菌尿を認めた。胸部X線では肺野
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に浸潤像を認めず、骨軟骨炎の所見は指摘できな

かった。血液培養は陰性だったが、尿培養から

Escherichiacoli5×104とEnterococcusfaecalis

1×104が検出された。

入院後経過：入院後経過を図2に示す。腎盂腎炎、

菌血症が疑われ、セフトリアキソン（CTRX）

60㎎/㎏/dayによる治療を開始した。第2病日の

朝から心拍数 200/分台の頻脈と、呼吸数 60/分

の頻呼吸を呈し、体幹部に発疹が出現した。頭部

CTでは明らかな頭蓋内病変は認めず、髄液検査

竹田綜合病院医学雑誌 51：2025
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では単核球優位の細胞数増加と蛋白上昇を認めた

（表2）。髄膜炎が疑われ、抗菌薬をメロペネム

（MEPM） 120㎎/㎏/dayとアンピシリン（ABPC）

120㎎/㎏/dayへ変更した。血液検査で血小板数

低下や貧血の進行があり、さらに母体梅毒治療歴

を確認できたため、敗血症、先天性神経梅毒を疑

い精査加療目的に三次医療施設へ転院した。

転院後経過：三次医療施設転院後に実施した検査

所見を表3に示す。転院時に発疹は全身に拡大し

ており、AST164IU/L、ALT160IU/L、LDH

258IU/L、ALP839IU/L、γ-GTP309IU/L肝

機能障害は軽度改善していたが、Hb7.1g/dLと

貧血は進行し、血小板数は6.8万/μLと減少を認

めた。大腿骨の骨膜反応が確認され（図3）、R

PR、TPHA、およびFTA-ABSIgM陽性より先天梅

毒と診断した。先天梅毒に対して、ベンジルペニ

シリンカリウム（PCG） 200,000U/kg/dayを第

3病日から10日間静脈内投与し、細菌性髄膜炎の

可能性も考慮し、MEPM 120㎎/㎏/day、A

BPC400㎎/㎏/dayは継続した。髄液培養、血液

培養の陰性を確認した後にMEPMを第6病日に終

了した。ABPCは尿路感染の治療として第11病日

まで計10日間投与した。先天梅毒の精査として実
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施したAABRは両側で異常は認めず、眼科診察で

も網脈絡膜炎は認めなかった。抗菌薬治療後も中

等度の肝機能障害が持続したため、肝庇護剤の内

服は継続し、第31病日に退院した。退院後、肝機

能障害は徐々に改善し、第99病日で肝庇護剤の内

服は終了した（図4）。RPRは日齢54（第9病日）

をピークに経時的に低下し、日齢144（第99病日）

には1.9R.U.まで低下した（図5）。生後4か月時

点で明らかな発達遅滞は認めておらず、RPRおよ

び発達のフォローアップを継続している。

母体が妊娠初期に梅毒と診断され、妊娠9週か

ら11週にDBECPCG筋肉内注射による治療を受け

たにもかかわらず、先天梅毒を発症した乳児例を

経験した。本症例は、発熱、哺乳力低下があり尿

路感染症の疑いで入院し抗菌薬治療を開始した。

尿培養の結果から尿路感染症と診断したが、精査、

竹田綜合病院医学雑誌 51：2025
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治療の過程で先天梅毒感染を確認できた。

本邦では2011年頃から梅毒の報告数は増加傾向

にあり、女性では20～30歳代に集中している。こ

のため、先天梅毒の報告数も2023年の37例、2024

年の30例と高水準が続いている6)。本症例のよう

な早期顕性梅毒妊婦は増加傾向にあり、先天梅毒

の増加に関与している可能性がある。

妊婦が梅毒に感染するのは妊娠前に限らず、妊

娠週数に関係なく母子感染が起こり得る。また、

妊娠初期に陰性だったにもかかわらず、先天梅毒

と診断された症例も報告されている。このため、

日本産科婦人科学会ガイドライン産科編2023では、

妊娠初期の全例スクリーニングに加え、妊娠期間

中に梅毒を疑わせる症状・所見や感染機会がある

場合には抗体検査を行うことが推奨されている3)。

日本産科婦人科学会の感染症実態調査委員会に

よる全国調査では、2012年～2016年の5年間に166

例の梅毒合併妊婦が報告され、そのうちの20例で

先天梅毒が発生していた7)。また、日本産科婦人

科学会による梅毒に対する経口アモキシリンまた

はアンピシリンでの治療に関する追跡調査では、

活動性梅毒を合併した妊婦80例のうち、出産60日

以前に十分な抗梅毒治療を施行された57例を追跡

した結果、8例（14％）に先天梅毒が認められた

ことが報告されている8)。その要因として、アモ

キシシリンやアンピシリンはDBECPCGと比べて

血中濃度持続性が不十分である可能性、妊娠後期

での感染のため胎児が治療前からすでに感染して

いた可能性、またアモキシシリンやアンピシリン

は内服薬のため消化器症状などで吸収が不十分に

なる可能性などが指摘されている。すなわち、妊

娠中に適切な治療を受けた場合でも、先天梅毒を

完全には予防できないことが示唆される。

一方、世界保健機構および米国疾病対策センター

は、母子感染予防のためDBECPCGを推奨してい

る。その根拠となった報告によると、妊婦初期梅

毒ではDBECPCGを1回、妊婦後期梅毒には1週間

間隔でDBECPCGを3回筋注したところ、先天梅

毒症例の98％を予防できたとされている9)。日本

産科婦人科学会の推奨治療は①アモキシリン経口、

1回500㎎、1日3回28日間または②DBECPCG筋

注、1回240万単位（早期梅毒では単回、後期梅毒

では週に1回で計3回）である10)。服薬アドヒアラ

ンスの観点に加え、DBECPCGが近年本邦で承認

された状況を踏まえると、今後DBECPCGの使用

が増加し、より確実な梅毒治療の達成につながる

と推測される。

本症例においては、妊娠7週の検査で母体の梅

毒と診断、妊娠9週から11週にかけてDBECPCG

の筋注を3回施行されたにもかかわらず、児は先

天梅毒を発症した。母体治療後の妊娠経過および

分娩後の経過においては再感染を疑う症状はなく、

梅毒抗体価も順調に低下していた。しかし、出産

時のRPRは150.4R.U.と高値だった。妊娠経過中
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と出産日でRPRの測定方法が異なるため厳密な比

較は困難であるが、梅毒の再感染や再活性化も疑

われた。このことから、十分な治療を適切に施行

しても先天梅毒を完全に予防できない可能性を示

唆している。

出生した児の診療については、2023年に4学会

（日本小児感染症学会、日本新生児生育学会、日

本性学会、日本産婦人科感染症学会）監修による

「先天梅毒診療の手引き2023」に準拠した2)。同

手引きによれば、2歳未満に発症する早期先天梅

毒の6-9割は出生時に無症状で、多くは生後5週以

内（通常3か月齢まで）に発症するとされる。ま

た、先天梅毒における神経梅毒の約4割は無症状

である。本症例は、出生時には先天梅毒の症状は

なく、自動化法において児RPR＜母RPRｘ1.5～2

倍であり、そのほかの母の基準と追加基準（図6）

もいずれも該当しなかったため、手引き上は「児

の追加評価は不要・治療不要」に分類された。し

かし、追加評価不要群であっても後に先天梅毒と

診断される症例が報告されている。そのため、同

手引きでは、梅毒血性反応陽性の妊婦から出生し

た児あるいは梅毒が疑われる児について、全例生

後2か月から12か月までの成長・発達や病変ごと

の評価を行い、血清学的検査は陰性化するまで2

～3か月毎に評価し、RPRの再検査を含めたフォ

ローアップを推奨している。本症例においても手

引きに準じた診療の重要性が示された。

以上より梅毒合併妊婦が分娩前に十分かつ適切

な抗菌療法を受けた場合であっても、出生児に先

天梅毒を発症する可能性を念頭に、継続的なフォ

ローアップを行うことが重要である。
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卵巣静脈血栓症（ovarianveinthrombosis：OV

T）は主に妊娠・産褥期、婦人科腫瘍、術後の合

併症、特に産後合併症として発症し得る稀な疾患

である1)。NicolettaRivaらによる報告では危険因

子として骨盤内感染症や経口避妊薬も報告されて

いる1)が、OVTと感染症の関連性ははっきりして

いない。OVTは肺動脈血栓症（PulmonaryEmbolism

：PE）を引き起こす可能性があるため早期診断

と治療が重要である。

Fusobacterium属は口腔咽頭部、消化管、生殖

器などに常在しており、全身のさまざまな臓器の

化膿性感染症から分離される2)。F.nucleatumは

歯周病の原因菌2)であり、近年、大腸癌や食道癌

の発症との関連性を示唆されている3)。また、生

殖器感染の起因菌としても報告されている4)。

今回、発熱と炎症反応高値を契機に造影CTを

施行しOVTと診断され、発熱の精査で採取した

血液培養でF.nucleatumが陽性であったため、子

宮内避妊具（IntrauterineDevice：IUD）長期留置

による同菌の血流感染症がOVTの原因と考えら

れた一例を経験したため報告する。

患者：48歳、3妊3産（自然分娩）

主訴：発熱、頭痛、右後頚部痛、関節痛

既往歴：IUD留置（10年以上経過したが通院せず

放置）

子宮がん検診：出産以降受診なし

家族歴：母 脳梗塞（50歳代）

内服歴：なし

入院時現症：血圧 118/73㎜Hg、脈拍 111/分・

整、体温 37.4℃、SpO298％（roomair）

一般所見：JCS0。頭頸部：右後頚部痛あり、項
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部硬直なし、眼瞼結膜貧血なし・出血なし、眼球

結膜黄疸なし。胸部：心音・呼吸音正常。腹部：

手術痕なし、腸蠕動音の亢進減弱なし、平坦・軟、

圧痛なし。皮膚：冷感・湿潤なし、皮疹なし、手

指・足趾の塞栓徴候なし。

血液検査：AST33U/L、ALT28U/L、TB1.1

㎎/dL、BUN9.0㎎/dL、Cre0.77㎎/dL、eGFR

62.8、CRP30.28㎎/dL、プロカルシトニン 0.76

ng/ml、WBC18200/μL、RBC447×104 /μL、

Hb10.1g/dL、PLT34.5×104 /μL、NEUT94

％、LYMPH3.1％、MONO4.3％、BASO0.2％

PT-INR1.07、APTT27.5秒、Dダイマー 2.0μg/

ml

インフルエンザA抗原（-）、インフルエンザB抗

原（-）、新型コロナウイルス抗原（-）

造影CT：右卵巣静脈～下大静脈にかけて血栓の

疑い、右卵巣静脈周囲の脂肪織濃度上昇あり卵巣

静脈炎の疑い、子宮筋層の肥厚を認め、子宮腺筋

症を疑われた

当科受診4日前に38度の発熱を認め、受診前日

に近医を受診、新型コロナウイルス抗原陰性・イ

ンフルエンザの抗原検査は陰性であった。発熱症

状改善なく頭痛症状など出現したため当院救急外

来受診となった。

血液検査で炎症反応高値、造影CT検査で右卵

巣静脈から下大静脈にかけて血栓、右卵巣静脈周

囲の脂肪織濃度上昇を認め右卵巣静脈血栓性静脈

炎と診断した（図1）。

入院後、炎症反応高値に対してFlomoxefSodium

3g/日を開始、血栓症に対してApixaban20㎎/

日での抗凝固療法を開始した。第2病日に後頚部

痛精査のため頭部CT検査と髄液検査を施行し、

髄膜炎は否定的であった。経胸壁心臓超音波検査

ではPEを認めなかった。また可動性のある疣贅を

認めず感染性心内膜炎は否定的であった。血液培

養2セット4本中嫌気ボトル2本でグラム陰性桿菌

陽性となり、 48時間後に血液培養分離菌を

F.nucleatumと同定した。

F.nucleatumと悪性腫瘍の関連が示唆されてお

り、造影CTを見返したが撮像範囲内に悪性腫瘍

を示唆する所見を認めなかった。大腸癌の検索の

ために第9病日に便潜血検査を追加したが、便中

潜血は陰性であった。

F.nucleatumは生殖器感染の起因菌としても報

告されており、炎症反応改善が緩徐であったため、

長期に子宮内に留置されていたIUDを第9病日に

抜去した。抜去物の培養および腟分泌物の培養は

採取されなかった。子宮頸部細胞診を施行したが、

異常を認めなかった。内診による子宮の可動時の

圧痛やダグラス窩の圧痛は認めなかった。経腟超

音波では子宮は腺筋症を認めたが、両側付属器腫

大や腹水貯留を認めなかった。

F.nucleatumによる歯周病の検索のため、第16

病日に歯科に紹介した。治療後の修復物の脱落を

認めたものの、病巣感染を疑う齲歯を認めなかっ

た。歯周組織検査を実施し活動性の歯周炎を認め

なかった。軽度の歯肉炎を認め退院後の近医受診

指示となった。

竹田綜合病院医学雑誌 51：2025
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図１ 第1病日造影CT A：冠状断 B：水平断（→：右卵巣静脈血栓、〇：下大静脈血栓）



第9病日よりApixaban10㎎/日へ減量、第13病

日に造影CT検査で右卵巣静脈の血栓消失、下大

静脈の血栓縮小を認めた。炎症反応改善、血液培

養陰性を確認した後、抗生剤を終了し第17病日に

退院。入院中Hb9.2g/dLと軽度貧血を認めてい

たため、鉄剤処方の上外来受診とした。抗凝固療

法中、月経血は増量傾向であったが薬物治療の必

要なく、貧血も改善したため当科受診終了し有症

状時再診とした。血栓については循環器内科外来

受診を継続し、診断から3か月後の造影CT検査で

下大静脈の血栓消失を認めApixabanを終了とした。

OVTは妊娠・産褥期、婦人科腫瘍、術後など

の合併症として発症し得る稀な病態である1)。最

近では骨盤内感染症との関連も指摘されている。

本症例ではこれまで報告されてきた上記のリスク

因子を認めず、腹部症状がなく骨盤内感染症とし

ての症状が乏しかった。Feverworkupとして行っ

た血液培養によりF.nucleatumの血流感染症が判

明した。OVTのリスク因子として感染症が誘因

となることは少なく、本症例においては、発熱時

の血液培養やIUD挿入歴などの問診が診断におい

て重要であった。

F.nucleatumは歯周病2)や、大腸がんおよび食

道がんの発症との関連性が報告されている3)が、

本症例ではこれらは認めなかった。また、生殖器

感染症の原因となることも報告されており、長期

間留置されていたIUDからの感染は否定できなかっ

たため入院中に抜去した。本症例ではIUDや腟分

泌液培養を提出していないが、IUD抜去後に炎症

反応改善、血液培養陰性化を認めており、ほかに

明らかな誘因がないため、IUDと菌血症との関連

を強く疑った。IUDの長期留置による感染症につ

いては骨盤腹膜炎や付属器膿瘍の報告があり起因

菌として放線菌症の報告が多かった5)が、最近で

は骨盤内感染症を起源と推定されるFusobacterium

属感染症が報告されている6)。近年、子宮内用具

は避妊目的以外に過多月経や月経困難症の治療と

しても普及してきており、0.2％未満と稀ではあ

るがIUDと骨盤内腹膜炎との関連性が報告されて

いるため、患者本人への適切な管理の必要性を指

導することが重要である。

Fusobacterium属のうち、特にF.necrophorumは

頭頸部感染症から敗血症や内頸静脈の血栓性静脈

炎などを引き起こすレミエール（Lemierre）症候

群との関連性が高い2)。先行研究では、Fusobacterium

属による感染は3例7)-9)であったが、 すべて

F.necrophorumが起因菌であった。本症例で検出

されたF.nucleatumによる門脈と上腸間膜静脈の

血栓性静脈炎の報告10)もあるが、卵巣静脈血栓性

静脈炎の報告は皆無であった。

感染によるOVTの起因菌としてはGroup

B Streptococcus11)、Methicillin-Resistant

Staphylococcusaureus12)、GroupAStreptococcus：

GAS13)、Campylobacterfetus14)が報告されていた。

先行研究では、妊娠と腫瘍を含まない報告は5例

であった（表1）。IUDの長期留置により放線菌や

GASを起因菌とする骨盤内感染症が度々報告され

ており、Fusobacterium属も同様に骨盤内感染症

を引き起こすと推測された。また近年では、新型

コロナウイルス感染症に伴うOVT15)16)が報告され

ており、妊娠・術後・悪性腫瘍の合併などの危険

因子が重複する症例を含め14例報告されていた。

OVTの一般的症状として発熱、下腹部痛、腫

瘤触知が三徴と報告されている1)20)が、本症例で
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は発熱のみで腹痛や腫瘤触知は認めなかった。他

に悪心・嘔吐などの消化器症状の報告がある17)。

OVTはリスク因子を有さず、典型的な腹痛症状

を示さない場合があり、造影CTでの診断が有用

である。本症例は熱源精査のために行った造影C

Tで偶発的に診断に至ったが、単純CTでは診断で

きなかった可能性がある。重篤な病態を想定する

場合には、正確な診断のために造影剤の使用を躊

躇しないことが重要であると考えた。

OVTは感染症を契機に発生することは少ない。本

症例ではF.nucleatum血流感染症を契機として発

症したOVTおよび血栓性静脈を経験した。IUD抜

去後、速やかにOVTは改善した。OVTでは血栓

症の進展により致死的なPEの危険性もあるため

造影CTを用いての早期診断が重要である。OVT

は感染を契機として発症することは稀であり、発

熱時の一般的なfeverworkupや子宮内留置物の有

無などの問診が診断に有用であることが改めて示

唆された。
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異所性妊娠は全妊娠の約1％である1)。卵管間

質部妊娠は異所性妊娠の約2～4％と非常に稀な疾

患である2)。卵管間質部は子宮と卵管の移行部で

あり子宮筋層内に包まれた卵管の近位部を指す。

卵管間質部は厚い子宮筋層に囲まれているため妊

娠16週程度まで破裂に至らないことがあるが、血

流が豊富な領域であるため一度破裂すると大量出

血をきたす3)。近年の報告では不妊症例への生殖

補助医療の進歩とともに5～7％程度に増加したと

も言われている2)。卵管間質部妊娠のリスクファ

クターとして、骨盤腹膜炎の既往、骨盤内の手術

歴子宮外妊娠の既往、同側卵管切除歴が挙げら

れる4)。以前の治療は開腹手術が第一選択だった

が、現在は腹腔鏡下手術が可能になりつつある。

薬物療法や待機療法も選択肢の1つとして報告は

ある。我々は間質部妊娠に対し待機的に腹腔鏡下

手術で治癒し得た症例を経験したため報告する。

患者：30歳女性

妊娠出産歴：3妊2産（2回帝王切開）

X-3日不正出血持続のため前医を受診した。6週4

日相当の胎嚢が見られたが、胎児心拍が確認でき

なかったため稽留流産疑いで当科紹介となった。
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X日当科初診し、子宮底部側に6週相当の胎嚢

を確認したが胎児心拍は確認できず稽留流産の診

断とした。X+23日 稽留流産に対して手動真空

吸引法（MVA）による子宮内容除去術を行った

が、器具が届かず胎嚢を除去できなかった。X+

30日 血清hCG1.4mIU/mlとhCG上昇を認めな

かった。X+32日 再度診察し、右卵管間質部妊

娠を疑いMRI撮像したところ右卵管間質部妊娠で

矛盾しない所見であった。hCG低値、胎児心拍な

いこと、全身状態が良好であることを加味し経過

観察か手術による切除を患者に提案したところ手

術による切除を希望され、待機的に腹腔鏡下手術

を行う方針となった。X+51日 血清hCG値カッ

トオフ値未満を確認した。手術を待機する間に嚢

胞は縮小せず、X+74日 腹腔鏡下子宮卵管間質

部楔状切除術を行った。以下手術所見を示す。

臍部からオープン法で腹腔内に侵入した。子宮

卵管間質部は4㎝程に腫大していた。子宮は強後

屈で腸間膜と右卵管間質部とに癒着を認めた。癒

着を剥離し、100倍に薄めたバソプレシンを子宮

に局注し、超音波メスで子宮と病変の間を切除し

た。子宮内腔が破綻し、インジゴカルミンの流出

を認めた。子宮筋層を縫合し修復した。縫合部か

らインジゴカルミンの流出がないことを確認した。

その後右卵管を切除した。腹腔内に出血ないこと

を確認後、病変を摘出した。骨盤内を洗浄し、異

物ないことを確認し閉腹して終了した。

手術時間は2時間44分 出血量は50mlだった。

術後経過良好でありX+78日に退院となった。病

理組織診断では病変部は血腫成分のみで絨毛組織

は認められなかった。
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卵管間質部は子宮と卵管の移行部であり子宮筋

層内に包まれた卵管の近位部を指す。卵管間質部

妊娠はその他卵管妊娠と比較し遅い週数で破裂す

ると言われているが、近年では妊娠5～6週で破裂

する症例も報告されている5)。卵管間質部妊娠は

破裂すると大量出血によるショックを起こすこと

が多く、緊急手術症例が数多く報告されている。

卵管間質部妊娠の治療法は手術療法と薬物療法、

待機療法が報告されている。手術療法では以前は

開腹下での子宮卵管角切除術や子宮摘出術が行わ

れており腹腔鏡下手術は多量の出血を伴うため禁

忌とされていた。しかし、最近では腹腔鏡下手術

の普及、手術手技の向上、機器の改良により腹腔

鏡下手術が積極的に行なわれている6)。大高らは

腹腔鏡下手術の適応として全身状態が良好である

ことを第一に挙げている。間質部妊娠では妊娠週

数や術前hCG値などでは腹腔鏡下手術の適応基準

は決められないと報告している。腫瘤径が4㎝以

上であれば卵管角切除術を、4㎝未満であれば卵

管切開術を選択する7)。いずれの術式にせよ腹腔

鏡下での縫合手技の習得は必須である。間質部妊

娠において腹腔鏡下手術の場合、深刻な合併症発

生率は0.6％で、開腹移行率は4.0％と言われてい

る8)。しかし、間質部妊娠破裂症例では出血性ショッ

クのリスクが高く、出血性ショックに対する腹腔

鏡下手術の安全性は示されていない。現時点では

循環動態の安定した症例のみ腹腔鏡下手術の適応

とされている8)。本症例のような非破裂例では有

効かつ低侵襲な治療選択肢と考えられる。

薬物療法としてMTX全身投与または局所注入

が報告されている。MTX25㎎～50㎎/㎡ を経

腹超音波ガイド下にGSに局注した症例が多い。

MTX療法は子宮切開が避けられ次回妊娠時の子

宮破裂のリスクを回避できる一方で治療が長期化

することによる破裂リスクが懸念される9)10)。MTX

療法はAGOCによると未破裂の卵管妊娠で循環動

態が安定しておりフォローアップの可能な患者に

適応があると言われている11)。本症例もMTX療法

の適応はあると考えられたが、すでにhCGがカッ

トオフ値付近まで低下しており、全身状態良好で

あったこと、肝機能障害や骨髄抑制など副作用の

リスクも考慮し行わなかった。待機療法に関して

卵管妊娠は報告が多いが間質部妊娠は少ない。卵

管妊娠では血中hCG 1000mIU/ml以下で上昇傾

向がなければ88％の症例が自然経過のみで治癒を

認めたとしている1)。間質部妊娠では血清hCGが
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低下傾向であり胎児心拍陰性の症例で待機療法の

みで治癒した報告がある12)。治療期間は最大4ヶ

月ほど要している12)。本症例は胎児心拍陰性でhCG

低下しており待機療法も考慮し得る状況であった

が13)、腫瘤径が縮小せず腹腔鏡下手術を選択した。

我々は卵管間質部妊娠に対して待機的に腹腔鏡

下手術を施行し良好な経過を得た症例を経験した。

卵管間質部妊娠に対して腹腔鏡手術は有効な選択

肢であるが、全身状態良好な場合は緊急手術が常

に行える環境であれば待機療法も選択肢の1つと

して考慮される。現時点で明確な基準等は定めら

れていないため更なる症例の蓄積が期待される。
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くも膜下出血（SAH）の生命・生活予後は一般

的には不良とされる1)。今回、若年期にSAHを発

症し、左内頚動脈-後交通動脈瘤クリッピング術

を受け一命をとりとめたものの、合併症である脳

血管攣縮による脳梗塞で後遺症として失語症・右

片麻痺を残したが、長期生存した症例を経験した

ので報告する。

症例：66歳、男性。

主訴：腰痛

診断：第3腰椎圧迫骨折

現病歴：2024年10月○日に引っ越しの荷造り中に

後方転倒、臀部を床に打撲した。疼痛のため立ち

上がれないでいるところを姉に発見され当院に救

急搬送、腰椎圧迫骨折の診断で整形外科に入院し

た。保存的治療の方針で回復期リハビリテーショ

ン病棟に転棟した。
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既往歴：33歳時（1990年頃）にSAHを発症し、東

京都の病院で左内頚動脈-後交通動脈瘤クリッピ

ング手術を施行された。その際に軽度の右麻痺と

言語障害を呈し、1991年に地元の当地に戻り母親

と同居生活を開始した。2008年に5年程前からの

顕著な人格変化を契機に器質性精神病の診断を受

け当院精神科に医療保護入院した。約1年間入院

加療を受け、器質性精神病は軽快し2009年に退院

した。以後、姉の見守りの下でアパートにて独居

生活を行っていた。当院外来での言語聴覚療法を

実施されていたが、2019年以降は来院せず治療は

継続されていなかった。その後、本人・姉とも高

齢となったため、同意の上で2024年10月末にグルー

プホームに転居予定であった。

転入時現症：

意識：JCSI-Ap。運動性失語症。

運動：右片麻痺 BrunnstromStageV,V,V。

日常生活活動（ADL）：FunctionalIndependence

Measure(FIM 運動項目/認知項目/合計)34/26

/60。腰痛のため車椅子移乗監視・駆動全介助。

検査：脊椎MRIで第3腰椎に新鮮圧迫骨折（図1）。

2015年の脳MRIで左前頭側頭葉にT2高信号の陳旧

性脳梗塞（図2、発症時期などの詳細不明）。Mini

MentalStateExamination（MMSE） 5/30。レー

ブン色彩マトリックス試験（RCPM）31/36。標

準失語症検査（SLTA） 中等度のBroca失語あり

（図3）。

38

図1 来院時の腰椎MRI画像
腰椎MRIではT1低信号（図左）、T2脂肪抑制高信号（図右）の新鮮圧迫骨折を第3腰椎椎体に認める。

図２ 2015年に撮影された頭部MRIのT2強調像
左大脳半球の前頭側頭葉を中心に広範なT2強調像
高信号の虚血性変化を認める。この画像情報のみ
では発症時期の特定は不可能である。
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図３ 標準失語症検査 （SLTA）プロファイル
机上での精密検査であるSLTAでは「口頭命令に従う」「文の復唱」「音読・書取」に障害を認めたため、言語聴覚
士の評価では中等度のBroca失語とされた。



転入後経過：転入後はそれぞれの疾患・病態に対

して検査・治療を行った。腰椎圧迫骨折に対して

は定型的な理学療法・作業療法を施行し、骨癒合

を待機した。認知・生活評価では言語聴覚療法で

失語症の精査を施行した。脳梗塞の原因検索とし

て脳造影CTを施行し脳血管の状態を評価した。

その結果、腰椎圧迫骨折に関しては腰痛が改善し、

FIM 55/26/81となり、歩行修正自立となった。

認知・生活評価では高次脳機能障害はSLTAでは

「口頭命令に従う」と「文の復唱」でも点数の低

下を認めたが、日常生活における会話では自発話

量・音韻・抑揚も含め異常を感じないことから失

名辞失語と診断した。言語による意思疎通に関し

ては、本人と周囲の病識への理解が必要と判断さ

れた。脳梗塞の原因評価として撮影した脳血管造

影CTでは主要脳血管に閉塞・狭窄を認めず、脳

梗塞の原因は33年前のSAH発症時の脳血管攣縮が

原因と推測した（図4）。上記について、患者・家

族・グループホーム関係者に病状説明し、失語症

による意思疎通障害に配慮して今後の生活を送る

ように理解を促し、11月〇日に退院し、グループ

ホームに入所した。

SAHの予後は一般的に不良であり5年生存率は

55％程度と報告されている1)。特に発症1年後の

経過が不良な患者は長期的な死亡率が高い一方で、

発症1年後に良好な経過であった患者は発症12-15

年後対照群と同様の死亡率であることが報告され

ている2)。そのため、若年発症のSAHで良好な経

過をたどった場合は長期生存する可能性も高く、

長期的なリハビリテーションが必要となると考え

られる。

本症例は若年期にSAHを発症し、脳梗塞後遺症

として失語症と軽度の右片麻痺を呈したが長期生

存し、慢性期まで経過観察が可能であった。腰椎

圧迫骨折入院時に軽度の失語症を再指摘され、精

査の結果、失名辞失語と診断された。失語症状は

軽度であったものの言語による意思疎通の困難が、

過去の精神症状や社会機能に影響した可能性が示

唆された。

脳卒中においては急性期リハビリテーションの

早期介入が重要で、合併症を増加させることなく、

自立度の向上に有効であることが報告されてい

る3)。SAHでは急性期の状態が必ずしも長期予後

を反映せず、特に若年者や臨床的な状態が良好な

患者もしくはCTにおいて広範な、あるいは重要

な部位での脳卒中が認められない場合は遅発的な

回復の可能性が高いことが知られている4)。

SAHをはじめとした脳卒中の生存者はしばしば

神経精神障害に悩まされることが報告されてい

る5)6)。このため、残存した後遺症に対して神経

学的所見と画像所に基づいた評価と予後予測を行

い、生活期リハビリテーションに繋げていく包括

的脳卒中リハビリテーションが重要と考えられる。

若年SAHの長期予後に関するデータは限られてお

り、本症例のような長期的な経過観察の蓄積が、

今後の適切な予後予測やリハビリテーションに資

するものと考えられる。

若年期にSAHを発症しその後遺症として失語症・

軽度右片麻痺を呈しながら長期生存した症例を経

験した。腰椎圧迫骨折で入院した際に失語症およ

び高次脳機能障害を再評価し、適切な神経学的評
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価とリハビリテーションを行うことで、退院後の

施設生活への円滑な移行が可能であった。本症例

から慢性期の包括的脳卒中リハビリテーションの

重要性が示唆された。
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サイトカイン放出症候群（cytokinerelease

syndrome：CRS）は、免疫チェックポイント阻害

薬（immunecheckpointinhibitor：ICI）療法にお

いて稀ながら致命的となり得る有害事象であり、

CRSはIL-6を中心としたサイトカインの異常放出

によって惹起され、発熱、頻脈、低酸素、血圧低

下などを特徴とする1)。今回我々は、ICI療法中に

CRSを発症し、プレドニゾロン（PSL）およびIL-

6阻害薬であるトシリズマブ（tocilizumab：TOC）

により制御可能であった一例を経験した。加えて、

CRS発症と同時に腫瘍の一過性増大が認められ、

その後再び縮小したことから、免疫反応による

pseudoprogressionが画像上経時的に確認された可

能性があると考えられた。

60歳代後半、女性。

主訴：咳嗽

現病歴：X年4月に咳嗽を自覚。X年8月の検診で

胸部異常陰影を指摘され近医を受診し、X年9月

に当科を紹介受診した。

既往歴：18歳 虫垂炎、29歳 子宮外妊娠、31歳

卵巣嚢腫

喫煙歴：10本/日 × 47年（20歳～67歳）、Brinkman

Index：470

内服薬：なし

家族歴：なし

職業：無職（以前は製造業）

職業暴露歴：なし

初診時身体所見：身長：157.0㎝ 体重：63.8㎏

BMI：25.9 体温：36.2℃ 血圧：176/95mmHg

酸素飽和度：96％（roomair） 鎖骨上窩頸部で
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リンパ節触知しない。PS:0

初診時血液検査所見：血算、生化学検査には特記

すべき異常所見を認めなかった。腫瘍マーカーは

シフラ：15.7ng/mL、SCC抗原：12.4ng/mL、

SLX：134U/mLと上昇を認めた（表1）。

初診時胸部X線所見（図1a）：左下肺野に腫瘤影と

竹田綜合病院医学雑誌 51：2025
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左肺門部に浸潤影を認めた。

初診時造影CT検査所見（図2a）：左肺上葉肺門部

に縦隔肺門リンパ節と一塊の40㎜大の充実性腫

瘤、および下葉に辺縁不整な最大径 37㎜の充実

性腫瘤を認めた。後腹膜リンパ節転移を認めた。

PET-CT所見（図1b）：左肺上区の腫瘍にSUVmax

18.2のFDG集積をはじめ、CTで指摘された病巣

にそれぞれ高度集積を認めた。

頭部MRI所見（図1c）：脳転移は認めなかった。

気管支鏡検査所見（図3）：左上葉枝内腔を閉塞す

る白色の腫瘍性病変を認め、同部から鉗子生検を

施行した。

病理検査所見：左気管支に突出した病変から生検

を行い、扁平上皮癌を検出した。

遺伝子検査所見：PD-L1TPS<1％、ドライバー

遺伝子変異は陰性（AmoyDx）であった。

診断：肺扁平上皮癌 c-T4N2M1b,StageⅣA（肺

癌取扱規約第8版）
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治療経過：

初診時から1か月後にCBDCA（500㎎）＋PTX

（300㎎）＋Nivolumab（360㎎）、q3W＋Ipilimumab

（60㎎）、q6W療法を導入した。3コース目以降は

Nivolumab（360㎎）、q3W＋Ipilimumab（60㎎）、

q6Wで加療を継続し、4コース終了時点でCTでの

病勢評価を行い各病巣ともRECIST評価でPR相当

の著明な縮小を認めた（図2b）。経過中に便秘

（CTCAEGrade2）、味覚障害（Grade2）、口内

炎（Grade1）、皮膚掻痒（Grade1）の有害事象

を認めた。

治療開始後8か月目、5コース終了時に39℃の発

熱と体動困難を主訴に救急外来を受診した。来院

時バイタルサイン：体温：37.1℃、脈拍：114分、

血圧：100/72mmHg、RR：14回/分、酸素飽和度：

95％（roomair）。血液検査ではCRP：1.57㎎/dL、

白血球9200/μLと軽度の炎症反応の亢進を認め

た。また後日結果が判明したコルチゾール：1.0

μg/dL未満と低下、ACTH：2.8pg/mLと低下を

認め続発性副腎皮質機能低下症と診断した。IL-6

は15.9pg/mLであった。胸部CTでは腫瘍が前回

撮影時 （4コース終了時点）と比較して左下葉の肺

内転移巣の再増大を認めた （図2c）。明らかな感

染巣は指摘できなかった。敗血症を疑いABPC/

SBTで治療を開始し、CRSの可能性も考慮しPSL

70mg（1mg/kg）を併用した。また、血液培養検

査を行い菌血症は否定された。入院第二病日に速

やかに解熱を認めたため、PSLを漸減し入院後10

日で退院となった（退院処方：PSL20mg/日）

（図4a）。退院3日後に再度発熱、頭痛を主訴に救

急外来受診、再入院の方針となった。来院時バイ

タルサイン：体温：37.7℃、脈拍：71bpm、血

圧：127/73mmHg、酸素飽和度：95％（roomair）。

胸部CTではこの際も明らかな熱源は指摘できな

かったが、再度左下葉肺内転移巣の再度縮小を認

めた（図2d）。PSL減量抵抗性のCRSの可能性を疑

い抗生剤に併用してTOC560mg単回投与＋PSL

40mgで治療を開始し再度速やかに解熱が得られ

た。以降も再燃を認めずPSLを漸減し、入院後29

日目に退院となった（図4b）。

以降のステロイド投与についてはPSLを漸減し

た後に副腎皮質機能低下症に対するヒドロコルチ

ゾン10mg/dayを維持量としてCRSの再燃なく経

過した。抗癌治療を行わず経過観察していたが病

勢再燃のためX＋1年9月（二次治療開始時点で一

次治療より17か月経過）にDTX＋RAM療法を導

入し、一次治療開始から18か月生存中である。

CRSはリンパ球（B細胞、T細胞、ナチュラルキ

ラー細胞）や骨髄細胞（マクロファージ、樹状細

胞、単球）が活性化して炎症性サイトカインを放

出することで臨床的に発症し、発熱を伴う敗血症

様の症状は特徴的であり、適切な培養検査を実施

し、抗生剤療法に併用してステロイド療法を早期

に開始することが重要である2)。ICI誘発性のCRS

は比較的稀であるが、国内報告での発生率は0.7

％、海外では4.6％と報告されている1)4)。本症例

では初発時はPSLにより解熱を得られたものの、

減量後に再燃を来しTOCを併用することで良好

に病勢が制御された。TOCはIL-6を標的とした治

療薬であり、中等症以上のCRSにおいて推奨され

る治療選択肢である2)3)。さらに本症例では、CRS

の発症時に腫瘍の一過性の再増大を認めたが以降

の経過で腫瘍の縮小が確認された（図2）。これは

ICIによる免疫活性化に伴うTリンパ球の腫瘍集簇

や炎症性変化により生じる一時的な腫瘍増大であ
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るpseudoprogressionであった可能性が考えられ

る5)6)。CRSとpseudoprogressionの両者を同時期に

認めた本症例は、ICI療法における免疫反応性変

化の一端を示す貴重な症例と考えられる。

ICI療法中にCRSを発症し、TOCとPSLの併用に

より良好に制御できたことに加え、免疫関連

有害事象と同時に腫瘍への免疫細胞の浸潤による
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pseudoprogressionが観測された可能性があった一

例を経験した。
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半側空間無視とは、大脳半球の病巣と反対側の

刺激に対して、発見したり、反応したり、その方

向を向いたりすることが障害される病態と定義さ

れる1)。右大脳半球損傷後に生じる左半側空間無

視の発生頻度は高く、それに対する従来の訓練法

として視覚走査訓練、体幹回旋、プリズム順応療

法、後頸部筋振動刺激などが挙げられる。近年で

は、仮想現実（VirtualReality：VR）や複合現実

（MixedReality：MR）（図1）を利用したリハビリ

テーションについて研究がなされているが、報告

例はいまだ少ない2)-4）。

今回、半側空間無視を呈した症例に対してMR

を利用した評価・訓練を試みたため報告する。

40歳代、男性。右被殻出血の診断で脳神経外科

に入院しHCUにて保存的治療が行われ、第2病日

から理学療法と作業療法、第4病日から言語聴覚

療法介入を開始した。第5病日に一般病棟へ、第

16病日に回復期病棟へ転棟した。第25病日からM

Rを利用したリハビリテーションを開始した。神

経学的には、意識はJCSⅠ-2で、視野障害はなかっ

た。顔面を含む左片麻痺があり、体性感覚は上肢

で軽度鈍麻、下肢で中等度～重度鈍麻していた。

神経心理学的検査所見としては、MiniMental

StateExamination（MMSE）は23/30点で、行動性

無視検査（BehavioralInattentionTest：BIT）は

通常検査83/146点（カットオフ131点）、行動検査
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52/81点（カットオフ68点）と左半側空間無視を

認めた。CatherineBergegoScale（CBS）は、自

己評価0点、観察評価10点で半側空間無視に対す

る自覚がなかった。病棟生活では整髪時に左側を

梳かし忘れる、左足をフットレストから降ろさず

に移乗しようとする、車椅子自走時に左側の壁に

衝突するなど、左半側空間無視による日常生活へ

の影響があった。

この論文作成にあたり本人より書面にて同意と

当院倫理審査委員会の承認を得た。

機器はヘッドマウントディスプレイ、パーソナ

ルコンピューター、MR用ソフトウェア テクリ

コ社製リハまる�を使用した。対象者が装着する

ヘッドマウントディスプレイの眼前部分にはハー

フミラーが組み込まれており、対象者は現実空間

に仮想のオブジェクトを重ねた外界を見ることが

可能となる（図1）。注視（視線）を記録するアイ

トラッキング機能と、頭頚部の向きを計測する機

能も有している。課題は、リハまる�の数字抹消

課題（数字10個、視野角90度、タップ）を用い、

白壁と病棟内を背景に行った。用いた数字抹消課

題は、空間上に出現する数字を順番通りに触って

消していくものであった。課題実行中の視線と頭

頚部の向きも記録した（図2、3）。上記MR課題に

よる介入の期間は4週間で、すでに施行していた

リハビリテーションは同様に継続し、平日に1日2

0分間、連日、本課題を実施した。課題終了後に

は、患者とともに記録した動画を見て、視線の動

きをフィードバックした。MR課題実施前と4週後、

効果評価のために、BITとCBSを行った。
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MRによる数字抹消課題の成績は以下のように

推移した。背景が白壁の場合は、初日の得点が58

/100点で所要時間が3分28秒であった。4週後には

得点91/100点で所要時間21秒であった。背景が病

棟内の場合は、初日の得点が74点で所要時間が1

分49秒であった。4週後には得点が93点で所要時

間が19秒であった。いずれの背景でも、得点の上

昇と所要時間の短縮がみられた。

白壁背景では、初日は頭部に対し視線が右を向

いている割合が79％であり、4週後には視線が左

を向いている割合が69％になった（図4）。病棟内

背景でも同様に、初日は頭部に対し視線が右を向

いている割合が63％であり、4週後には視線が左

を向いている割合が63％になった（図5）。いずれ
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の背景でも4週後の視線の向きに左が多いのは、

意識的に左を見る傾向が強いためと考えられた。

介入後のBIT通常検査は140/146点、行動検査は

76/81点と、いずれもカットオフ値以上であった。

CBSは自己評価4点、観察評価4点で両者の評価点

が一致し、病識が得られた。すなわち、机上検査

でも、行動観察でも左半側空間無視は改善し、半

側空間無視への自覚も生じていた。

4週後に、病棟生活場面の評価として、この機

器のアイトラッキング機能を使用して車椅子自走

中の視線の動きを追跡した。その結果、左側の歩

行者など動的な刺激に対する注視は良好であった。

また、一般に半側空間無視の強い患者が頚部を右

に回旋するのとは逆に患者が頚部を左に回旋して

いたことから、意識的に左側にも注意を向けよう

としていることがうかがわれた。しかし、視線は

右寄りであり、椅子など静的な刺激を注視するこ

とは少なく、ぶつかるなどの失敗も見られた（図

6）。以上の結果より、左半側空間無視は病棟生活

場面では残存していた。

患者は、MR空間に慣れるまでは眼が疲れると

述べ、ヘッドマウントディスプレイを装着すると

重いと語った。しかし、楽しい、集中できる、こ

のトレーニングを始めてから左側にも気を付ける

ようになったなど、高評価であった。

右被殻出血後に左半側空間無視を認めた回復期

症例に対して、MR課題を利用したリハビリテー

ションを行った。その結果、課題自体の成績にも

改善があり、頻回に施行してはいない机上検査や

行動観察でも改善が見られた。発症から長期間が

経過していない時期での検討であり、通常のリハ

ビリテーションも継続していたため、自然回復や

他の療法の効果によることも否定できない。しか

し、変化は顕著でありMR課題による介入が有効

であった可能性が示唆された。

しかし、病棟生活場面では左側の静的な刺激に

対しては注意が向きにくく、生活上の問題は残っ

ていた。この問題が、左側を意識しないことや顔

を左に向けないことではなく、視線を左に向けな

いことと関係しているらしいという、机上の検査

や行動観察からはわからない点も、使用したMR

機器の機能によって把握することができた。

目の疲労感や重量感はあったが、楽しさを感じ、

集中力の維持、左側への注意の動機付けになった

ことが、患者の発言からうかがわれた。これには

課題を遂行するだけでなく、直後に結果を映像と

して患者と療法士とが共有できたことが関わって

いるように思われる。

MRを利用する際の療法士の役割として、MR課

題成績、記録された視界記録や収支位置に関する

定性的な特徴、実施中の患者の言動のいずれにも

注意して、評価を行うことが重要と思われる。そ

れらを標準的な検査や観察評価尺度などと組み合

わせることで、患者の状態把握に繋がり、より良

い訓練を提供することが可能となると考えられた。

本研究は単一症例の検討であるため、今後、多

数例において厳密なデザインでの検討が行われ、

効果の一般性や程度、適応疾患、適切な導入時期

などについて明らかになることが望まれる。

本報告の要旨は、第25回院内学会と第26回日本

言語聴覚学会（2025年6月、山形）にて発表した。
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7東・南病棟は脳神経疾患を対象とした病棟で

あり、これまでも多職種連携のもと、リハビリテー

ションの実施や早期退院支援、栄養管理、口腔ケ

アなどを取り組んできた。こうした連携の積み重

ねは、2024年4月に新設された「リハビリテーショ

ン・栄養・口腔連携体制加算（加算）」の算定要

件と多くの点で一致しており、加算算定に向けた

準備を円滑に進めることができた。

本報告では、当病棟におけるリハビリテーショ

ン・栄養・口腔に関する多職種の連携のこれまで

の経過と、現状ならびに今回の加算算定に向けた

取り組みを紹介する。

1．リハビリテーションに関する連携

1)病棟でのリハビリテーション実施

2002年度頃からリハビリテーション部は段階的

に診療科担当制をとるようになった。診療報酬上

では個別リハビリテーションが推進され、病棟で

日常生活動作（ADL）訓練を実施したときの加算

が算定できた時期があり、リハビリテーションセ

ンターではなく病棟でのリハビリテーション実施

が多くなっていった。病棟でのリハビリテーショ

ン実施が増えたことで、リハビリテーション専門

職が病棟での患者のADLに直接介入し、看護師や

介護福祉士と連携をしてADL向上のアプローチが

進めやすくなった。また、脳卒中のリハビリテー

ション処方が早く出されるようになった。
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リハビリテーション専門職は病棟にいる時間が

長くなることで、スタッフステーション等で医師、

看護師や介護福祉士、ケアアシスタント、管理栄

養士、医療ソーシャルワーカーと顔の見える連携

が可能となり、患者のADLや転帰について適宜相

談ができるようになった。

2)多職種でのリハビリテーション

7東・南病棟では、集団リハビリテーションを

リハビリテーション専門職と介護福祉士を中心と

した病棟スタッフが一緒に行っていた時期があっ

た。協同して取り組むことは、スタッフ同士の連

携の強化となり、また移乗の方法を実際場面で共

有する機会になった。2006年の診療報酬改定で集

団リハビリテーションの算定が廃止されたため、

集団リハビリテーションは季節ごとの行事の際に

のみ実施されるようになった。この頃より早期か

ら個別リハビリテーションを開始し、患者ごとの

ADL拡大の相談が増えたと考えられる。なお、季

節の行事は新型コロナウイルス感染症の流行がは

じまってからは開催されなくなった。最近では、

リハビリテーション部での脳卒中の再発予防の啓

発パンフレットの作成において、各職種の専門部

分を確認してもらうなど、随時連携をとって業務

にあたっている。

3)早期退院支援での連携

脳神経外科と脳神経内科合同で週1回、ストロー

クカンファレンスを開催しており、脳神経外科医

師、脳神経内科医師のほかにリハビリテーション

科医師、病棟看護師、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、管理栄養士、医療ソーシャルワーカー

が参加し、新規入院患者の情報を共有し方針を確

認している。また週1回の病棟の各科の回診に多

職種が参加し、そこでも患者の治療方針の共有や

リハビリテーションの進捗、転帰の確認が行われ

ている。

一方、病棟看護師は退院に課題がある患者に対

し、多職種カンファレンスを開催することで、各

職種の役割を明確にし、進捗と課題解決への取り

組みを共有しながら支援している。

2．栄養に関する連携

1)管理栄養士の病棟配置

2006年度4月診療報酬改定により「栄養管理実

施加算」が新設され、入院時に多職種が協同して

入院患者ごとの栄養状態、摂食機能および食形態

を考慮した栄養管理計画の作成、定期的な評価や

計画の見直しが求められるようになった。脳神経

疾患病棟では、同年より管理栄養士が配置された。

2)栄養サポートチーム加算について

2010年の診療報酬改定で「栄養サポートチーム

加算」が新設された。当院では2017年より7東病

棟神経内科より栄養サポートチームの加算の算定

が開始となり、そこから他病棟への拡大を図って

いった。現在脳神経外科・脳神経内科・消化器外

科・消化器内科・循環器内科・心臓血管外科・整

形外科・呼吸器外科・耳鼻咽喉科の9診療科で栄

養サポートチーム加算が取得できる体制となって

いる。

脳神経外科、脳神経内科では、毎週1回の回診

の時にNSTカンファレンスを実施している。カン

ファレンスでは、KTバランスチャートをもとに、

各職種の評価を共有し、栄養アプローチの目標と

介入内容について話し合っている。

3)食事時の連携

管理栄養士は昼食時に病棟内をラウンドし、食

事形態や摂取量、嗜好等を評価している。また、

看護師や介護福祉士は食事介助を通して患者の状

態を把握し、嚥下評価や食事形態変更が必要な場

合に、リハビリテーション専門職に伝え、適切な

食事形態の提供に努めている。脳神経疾患患者は、

食事時のポジショニングに工夫が必要な場合があ

るため、リハビリテーション専門職がポジショニ

ング評価を共有することがある。また、必要に応

じ院内NST委員会での摂食嚥下チームラウンドに

おいてポジショニングや食事介助方法等のアドバ

イスをいただくこともある。

3．口腔に関する連携

口腔ケアを実施する看護師、介護福祉士、ケア

アシスタントは、入院時に口腔アセスメントガイ

ドにより口腔環境の評価を行っている。状態とス

コアに応じ、1日1～3回の口腔ケアを実施してい

る。再評価は1～2週間後に実施している。

義歯の不適合や自歯のぐらつきなどがある場合

は歯科と連携している。
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1．要件の評価

加算の要件は①入棟した患者に原則入棟後48時

間以内にADL・栄養状態・口腔管理の評価と計画

を作成する、②リハビリテーション・栄養管理・

口腔管理の評価と経過等のカンファレンスの定期

的な開催、③適切な口腔ケアの提供と歯科との連

携、④専従専任のリハビリテーション専門職の疾

患別リハビリテーションの実施単位制限、⑤管理

栄養士の週5日以上の食事状況の観察、⑥入棟後3

日までの早期リハビリテーションの開始が8割以

上、⑦土日祝日における1日あたりの疾患別リハ

ビリテーション料の提供単位数が平日の8割以上、

⑧退院又は転棟した患者のうち、退院又は転棟時

におけるADLが入院時と比較して低下した患者の

割合が3％未満、⑨院内で発生したDESIGN-R2020

分類d2以上を保有している入院患者の割合が2.5

％未満、⑩ADL評価法のBarthelIndexの勉強会を

年1回以上実施する、であった。

これらをもとに現状を把握したところ、⑦以外

は達成済または達成見込みであった。

2．業務改善

算定要件のなかで未達成であった⑦について、

対平日の休日のリハビリテーション提供単位数の

割合は4月75.9％、5月は出勤スタッフを1名増員

し82.5％であった。リハビリテーション部内で検

討し、6月からはリハビリテーション部の主に外

来を中心に行っているリハビリテーション専門職

数名が当該病棟で休日出勤する体制にすることで

平日の101.8％の割合となり、算定要件達成可能

な見込みとなった。

3．結果

算定要件の達成が確認できたため、運用に向け

た各職種の役割について関連する看護師・管理栄

養士・医事課スタッフとミーティングで話し合い、

加算を2024年7月より算定開始することができた。

今回脳神経疾患病棟において、リハビリテーショ

ン・栄養・口腔連携体制加算の算定を円滑に開始

することができた。その背景には、これまでも多

職種で連携して、早期からのリハビリテーション

を開始し早期退院支援に取り組んできた積み重ね

があったためと思われる。

今回の加算の算定開始により、病棟全体での連

携の意識が高まったと考えられる。

今後は算定導入前後での在院日数、ADL改善度、

退院支援の充実度などを評価し、加算の算定によっ

て病棟運営や多職種連携に与える影響や効果を検

証していきたい。
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日本国内において医師の長時間労働是正を目的

とした働き方改革関連制度が2024年4月に施行さ

れた1)。また、医療のデジタルトランスフォーメー

ション（DigitalTransformation：DX）は政府によ

る国家的重点政策として推進されており2)、医療

従事者の労働時間短縮および業務効率化を目指し

た多様な取り組みが強化されている。中でもイノ

ベーションツールの活用による業務効率化やタス

クシフト施策は現場にとって喫緊の課題である。

当院においても、2020年3月よりUbie株式会社

のAI問診システムが導入されていたが、こうした

社会的背景を踏まえ、さらなる医療スタッフの業

務負担軽減およびタスクシフトの促進を目的に

2024年6月より同社の生成AIが導入された。

また精神科医療秘書（以下、秘書）の主な業務

は、診断書、意見書、各種証明書といった医師が

作成する書類の一次的な仮作成である。2023年度

の仮作成書類数は計4,114件に上った一方で、同

年度の秘書一人当たりの平均月間残業時間は9時

間58分と長く、この状況の改善は急務であった。

そのため、2024年7月8日より精神科図書室内の電

子カルテ環境においてAI活用を開始した。

本研究は、精神科秘書の書類仮作成業務に生成

AIを導入することで業務効率化および残業時間削

減に寄与するかを評価し、医療現場におけるAI活

用の可能性および今後の課題を考察することを目

的とした。

Ubie生成AIは、大規模言語モデル（Large

LanguageModel,LLM）であるGoogle社のGemini
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を主な基盤としており、専属医師および監修医師

による多重監修を通じて、医学的根拠に基づいた

高い信頼性を担保している3)。また、病院ごとの

個別環境下で運用され、データ学習機能は無効化

されているため、院内データが外部環境で処理ま

たは学習利用されることはない。これにより高度

な情報セキュリティが確保されており現在、全国

1,800医療機関で利用実績がある4)。

本AIは院内電子カルテの外部システムとして利

用でき、主に以下の3機能を有する（2025年7月12

日現在の主な機能）5)。

1.質問応答や文章作成を支援するチャット機能

2.画像ファイルからのテキストを抽出するファ

イル認識機能

3.音声データをテキスト化する音声認識機能

これら機能の組み合わせにより、書類作成業務

の効率化が期待される。具体的には、AIに予め設

定されたシステムプロンプト（指示文）テンプレー

トを使用し、ユーザープロンプトとして当該患者

の経過記録をコピー＆ペーストし送信すると、AI

が治療経過や今後の治療方針、介護サービス利用

の必要性などを即時に要約・生成する（例：介護

保険主治医意見書作成時）。

秘書3名に対し以下の2項目について評価を実施

した。

① AI導入前後における書類仮作成時間の比較

② 2023年7～10月と2024年7～10月の各期間にお

ける月平均残業時間の比較

① 書類仮作成時間は、1件あたり平均して約5分

短縮し、書類の種類によっては最大30分の短

縮効果も認められた。

② 秘書残業時間については、2023年7～10月の月

平均9時間17分（範囲：4時間10分～12時間40

分）と比較し、AI導入後の2024年同期は月平

均6時間12分（範囲：1時間48分～13時間56分）

となり、約33％削減された。

AIを活用することにより、秘書の書類仮作成業

務の効率化と残業時間の削減が可能であることが

示された。この効果は、特に新規作成の診断書や

意見書など、従来秘書が電子カルテの記録を一か

ら読み解いて長い時間をかけて作成していた業務

で顕著であり、AIにより生成された要約を活用す

ることで以前より早く文書完成が可能となった。

加えて、新規・紹介患者の診療記録が整備されて

いる症例ではAI要約の精度が比較的高く、時短効

果が顕著であった。しかし、長期経過患者や断片

的な記録が中心の症例では、情報の抜けやAIの要

約精度の低下がみられ、状況に応じた活用法の工

夫が必要であった。またAI活用は、作業時間短縮

だけでなく、文書作成業務に対する心理的負荷を

軽減し、業務の均質化や新人秘書の早期戦力化に

も寄与すると考えられる。これらは離職率の低減

や患者サービスの質向上にも波及する可能性があ

ると思われる。

一方、課題として、AIによるハルシネーション

のリスク6)7)が挙げられる。これは入力する情報

の質・量に依存傾向があり、ハルシネーションは

あまりに自然に出力されるため、記載内容の十分

な事実確認が不可欠である。誤情報を見抜く各診

療科の専門知識が必要であるのは言うまでもなく、

AIが間違えやすいポイントを把握し共有する事も

今後の課題である。現時点での印象では、日付や

数字にハルシネーションが起きやすいため、プロ

ンプトを工夫し、必ず確認している。さらに、AI

の応答内容が指示した意図と異なる場合には、明

示的な指示やサンプル提示を追加で行うことで、

応答の質向上を図る工夫も必要である。また、外

部システムを利用している手術記録などのテンプ

レートやチームコンパスは、単純にコピー＆ペー

ストするだけでは引用できず、工夫が必要である

事も判明しており、2025年7月12日現在Ubie社の

担当者が調整しているところである。その他、閉

鎖環境とはいえ個人情報の取り扱いなども注意を

要する。これらを踏まえ、AI応答精度向上のため

のプロンプト精緻化やAIリテラシーの向上が不可

欠な要素と考えられる。
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本研究により、精神科医療書類の仮作成業務に

生成AIを活用することが、作業効率化および残業

時間削減の面で有効であることが示された。

AIの精度向上と医療従事者のAI活用能力の深化

は、今後の医療現場において、医師やスタッフの

負担軽減に貢献するだけでなく、患者ケアの質の

さらなる向上をもたらす可能性を秘めている。今

後、私たち医療秘書は、AI技術の進展に対し学び

続け、その倫理的側面や安全性にも配慮しながら、

より効率的で、信頼性の高いAI活用を心掛け、こ

れからも多忙な医師の負担軽減に寄与するよう努

める。

1) 厚生労働省：医師の働き方改革概要．［閲覧

日2025-7-12］

https://www.mhlw.go.jp/content/10800000

/001129457.pdf

2) 厚生労働省：医療DXについて．［閲覧日2025-

7-12]

https://www.mhlw.go.jp/stf/iryoudx.html#2

3) Ubie株式会社：安心・安全への取り組み．

[閲覧日2025-7-12]

https://ubie.life/safety

4) Ubie株式会社：Ubieについて．[閲覧日2025-7-

12]

https://ubie.life/about_ubie

5) Ubie株式会社：ユビー生成AI（β版）使い方

説明会資料 2024年6月21日

6) 非営利法人医療AIプラットフォーム技術研究

組合：医療・ヘルスケア分野における生成

AI利用ガイドライン（第2版）．[閲覧日2025-

7-12]

https://haip-cip.org/assets/documents/nr_

20241002_02.pdf

7) 竹田健康財団生成AI活用ガイドライン Ver.1

2024/12/20
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現在我が国では約17万人の方が在宅酸素療法

（HOT）を実施しており、そのうち約70％が呼吸

器疾患の患者である。A病棟は呼吸器科病棟であ

り、慢性閉塞性肺疾患や肺線維症等の疾患におい

て在宅酸素療法の適応となる患者が入院している。

HOTを新たに導入することになった場合、安心

して在宅生活が送れるように使用患者に機器の使

用方法のDVDを観てもらい、使用についてのチェッ

クリストを用いて指導をしている。しかし以前受

け持った患者から、HOT導入によって今までの

ような生活が出来ないのではないかという不安や、

常時カニュラを装着しなければならないことに対

しての不満の訴えが聞かれた。

坂本らは「在宅酸素療法の導入によって慢性呼

吸不全患者も家庭生活が可能となったが、その多

くは何かしらの心理的問題を抱えていることが分

かった」1)と述べており、藤井らは「HOT導入の

過程では否定的な感情から始まり、自身の酸素使

用後の呼吸困難改善の体験や看護師の患者に寄り

添った関わりによって少しずつ受容していく」2)

と述べている。これらのことからHOT導入にお

いて患者は不安や不満を抱いており、それらに対

して看護師が援助していくことで受容につながる

ことが分かる。これらの研究はHOTをすでに導

入している患者を対象としており、その機器を実
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際に目にした際の患者の思いに言及した研究報告

はこれまでになかった。今回、HOTの機器に初

めて触れた際の患者の思いを明らかにし、個別性

や患者に寄り添った指導を充実させるために研究

に取り組んだ。

HOT導入になった際、患者がどのような思い

を抱いているのかを明らかにする。

1．研究デザイン

質的研究

2．研究期間

2023年3月から2023年6月

3．研究対象者

HOTが導入となった、50代から80代の患者で

機器の自己管理が可能で、インタビューに返答で

きる患者5名

4．データ収集方法

1)研究対象者5名に対して、HOTの機器が届い

た当日に看護研究チームのメンバーがインタ

ビューを行った。

2)インタビューはプライバシー保護のため個室

で行った。大部屋に入院している患者の場合

は個室に移動してもらい実施した。

3)インタビューを行う人によって収集方法の差

異が生じないようにインタビューガイドを用

い実施した。患者の呼吸状態を観察しながら

面接を行い、呼吸苦痛のないよう面接時間は

15分程度でゆっくり実施した。患者の訴えの

内容が受け手側で変わらないよう、インタビュー

時にはICレコーダーで録音した。

5．データ分析方法

ICレコーダーで録音した内容を文章化し逐語録

を作成した。患者の持つ思いを共通性や差異性で

分類・整理しカテゴリー化した。

6.倫理的配慮

1)研究対象者は、研究の目的・意義・方法を説

明し、同意を得て実施した。

2)同意を得られた場合でも、いつでも断ること

が出来ることを説明した。また途中で中止し

た場合でも、患者に不利益は生じないことを

説明した。

3)得られた研究データおよび結果は個人が特定

できないよう処理し、研究目的以外に用いな

いことを説明した。

4)得られた研究データ等は鍵のかかる金庫で保

管し、研究終了後消去・破棄することを説明

した。

インタビューの対象者は男性4名、女性1名であ

り、50歳代が1名、60歳代が1名、70歳代が1名、

80歳代が2名であった。インタビューの結果から

カテゴリーは8個、サブカテゴリーは14個が抽出

された。以下カテゴリーは【】、サブカテゴリー

は<>、生データは『』で示す。

【自分でも使いこなせそう】は<操作が簡単>と

<思っていたより使いやすい>の2つから抽出した。

【機器の使い辛さ】は<予想と異なる機器の形状>

<現状の機器への不満>の2つから抽出した。【生活

が制限される】は<退院後の生活がイメージし辛

い><機器使用に対しての遠慮>の2つから抽出した。

【金銭面的負担は少ない】は<自己負担額が思っ

ていたより少ない><自己負担額は払いきれる額だっ

た>の2つから抽出した。【金銭的な負担がある】

は<自己負担額が払いきれるか不安><収入がなく

なる>の2つから抽出した。【寝たきりになる事へ

の危惧】は<寝たきりになりたくない><少しでも

体を動かしたい>の2つから抽出した。【家族への

気兼ね】は<家族への負担><役割が変容したこと

の辛さ>の2つから抽出した。【新たな目標】は<前

向きな受け止め>から抽出した（表1）。

今回の研究にあたって、HOTの機器に初めて触

れた際の患者の思いとして、機器の操作や退院後

の日常生活・経済的な不安･不満が抽出されるの

ではないかと考え、インタビューガイドを作成し

た。

1.【自分でも使いこなせそう】

機器の操作については『意外と簡単にできる』

『スイッチも少ないし使いやすい』『動画で観たイ
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メージ通りでダイヤルも軽かったので安心した』

などの意見が聞かれた。梅津らは「後期高齢者を

対象とした指導においては、みてわかる視覚媒体

の使用や指導回数、指導1回あたりの時間配分を

検討しながら実施されることが望まれる」3)と述

べている。実際にHOTの機器を目にする前から、

操作についてのイメージがついていたためこのよ

うな意見が聞かれたのではないかと考える。

2.【機器の使い辛さ】

操作以外については『もっと大きくて厳ついと

予想していたが、それほど大きくないため不満は

ない』という意見が聞かれた。一方で『大きくて

重く、動かせない』『大きいためどのように自宅

で使っているのか分からない』との意見があり、

DVDの映像だけでは伝わらなかった機器の大き

さや重さ、可動性などが患者の持つイメージとは

異なっている場合もあった。イメージが患者毎に

異なっているため、より具体的にイメージ出来る

ような関わりにより、患者それぞれの差異性は少

なくなると考える。

3.【生活が制限される】

患者からは『自分の意思で自由に飛び回ること

が出来ないというのは大きな不満』『機器を上の

階まで持っていくのは難しい』などとの発言が聞

かれた。HOTを使用しての退院後の生活がイメー

ジし辛いことが考えられる。鬼塚は「患者もしく

は家族に自宅の間取り図をかいてもらい、寝室･

リビング・ダイニング・トイレ・風呂場など患者

の生活における動線を確認します。（中略）これ

らの作業によって、患者や家族がHOT導入後の

生活をイメージしやすくなります」4)と述べてい

る。患者の生活の場となる自宅の環境や活動範囲

について確認することで、退院後の日常生活をよ

りイメージしやすくなり、不安の軽減につながる

と考える。

また『酸素ボンベを思うがままに使っていいの

か』『性格的に遠慮しちゃうかな』などと発言が

きかれた。今戸は「HOTのアドヒアランスの低

さには、ヘルスリテラシーの低さ、（中略）酸素

吸入に依存する恐怖など、非常に多くの要因があ

ります」5)と述べている。患者の性格によっては

資源の利用を遠慮してしまい、本来可能である生

活動作が制限されてしまうことが考えられる。

4．【金銭的負担は少ない】

経済的負担について『払いきれるか不安だった

が、説明を聞いて社会資源を利用できるため1割

負担になる』『医療費に関しては1万円か2万円超

えれば払わなくていいはず』などの意見がみられ

た。経済面に対しての情報提供をすることで、社

会資源を使い負担を軽減出来ることを知れたこと

は、不安の軽減に繋がっていると思われる。

5.【金銭的な負担がある】

一方で『1割負担といえども年金暮らしにとっ

ては不安』『働きたかったけど出来ないので収入

が無くなるのは経済的に大きな打撃』といった意

見もあった。今戸は「日本ではHOTは医療保険

が適応されますが、自己負担額の大きさを理由に

HOT継続を困難に感じる患者も存在します」5)と

述べている。社会資源が利用可能だと説明を受け

ても負担を感じる患者もいると分かった。

6.【寝たきりになる事への危惧】

当初私達が予想していなかった意見としては

『寝たきりになりたくない』『寝たきりにならない

ためには運動しなければならない』との発言も聞

かれた。北川らは「呼吸困難によるADLの低下は

生きる意欲を奪い、QOL低下の重要な要因とな

ります」6)と述べている。HOTの機器の説明だけ

ではなく、呼吸方法や日常生活動作のリハビリを

説明することで、寝たきりになることへの危惧の

軽減につながると考える。

7.【家族への気兼ね】

『家族にも負担かけちゃう』『（家事などが）出

来なくなったことに対して、ものすごい家族に対

して申し訳ない気持ちでいっぱい』との発言が聞

かれた。鬼塚は「呼吸器疾患患者は常に呼吸困難

を感じ、徐々に身の回りのことも他者の助けが必

要になったり、できていたことができなくなるな

ど自尊感情が低下しやすくなります」4)と述べて

いる。HOT導入に伴い患者の家族の中での役割

の変化や家族に対して負担をかけてしまうという

思いから、家族に対して気兼ねを抱いていると分

かった。

8.【新たな目標】

その他に『何か役に立てたら何かしたいなと』
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と前向きな意見もみられた。小島は「将来のこと

を考え、成長に向けて新しい自己イメージや価値

観を築いていく過程である。働きかけのためには、

広範な知識と技術、さらに人的及び物的資源が必

要であり、それらを有効に駆使して忍耐強く援助

することが重要である」7)と述べている。実際に

機器が届く前から、機械の操作や社会資源の説明

など受けたことで、患者は新たな目標や役割を見

出すことに繋がったと考える。

当初予想していた機器の操作や退院後の日常生

活・経済的な不安についてはDVDを見た事や社

会資源の説明を受けたことでイメージが付き、そ

の軽減につながったと思われた。一方で説明を受

けたとしても実際の機器を見ると、患者が持つイ

メージと異なる場合や、患者の性格によっては不

満・不安が残存することも分かった。さらに、寝

たきりになることへの危惧や家族への気兼ねなど

自分の生活や役割が変わってしまうという、予期

していなかった心理的側面も抽出された。

これらの結果から、HOT導入に際しては、導

入前の十分な情報提供に加え、患者が退院後の生

活を具体的にイメージできるよう支援することが

重要であると示唆された。特に、家族への影響や

患者自身の役割変化を考慮した個別的支援が、安

心して在宅療養へ移行するために重要である。

1) 坂本広子，富岡洋海，長谷川幹 他：在宅酸

素療法中の慢性呼吸不全患者の心理的背景に

ついて 質問紙による調査結果から．呼吸

1990；9：997-1004.

2) 藤井詩織，室山由美子，堀有香 他：在宅酸

素療法（HOT）導入患者の受容過程と看護

介入．中四国立病機構国立療養所看研会誌

2018；13：207-210.

3) 梅津千香子，福井小紀子：在宅酸素療法導入

患者に対する病棟看護師の退院指導 日常生

活指導の実施とその関連要因．日地域看護会

誌 2017；20：31-40.

4) 鬼塚真紀子：3章 HOT患者の在宅療養がわ

かる（導入/外来/訪問）、石原英樹、病棟・

外来・在宅医療チームのための在宅酸素療法

まるごとガイド、大阪、メディカ出版、2021、

65-66,93.

5) 今戸美奈子：4章 HOT患者のアドヒアラン

ス支援がわかる、石原英樹、病棟・外来・在

宅医療チームのための在宅酸素療法まるごと

ガイド、大阪、メディカ出版、2021、111,113.

6) 北川知佳：6章 HOT患者の運動療法がわか

る、石原英樹、病棟・外来・在宅医療チーム

のための在宅酸素療法まるごとガイド、大阪、

メディカ出版、2021、153.

7) 小島操子：Ⅳ章 危機モデルと危機看護介入、

看護における危機理論・危機介入 フィンク

/コーン/アグィレラ/ムース/家族の危機モデ

ルから学ぶ、第4版、京都、金芳堂、2018、

57.

8) 城ヶ端初子：終章 実践に生かす中範囲理論、

実践に生かす看護理論19、新訂版 第2版、

東京、サイオ出版、2018、393.

9) 河瀬比佐子，濱田雅世，岡本晶代 他：高齢

在宅酸素療法患者のQOLに関する要因につ

いての検討：特に抑うつ，欲求との関連．熊

本大学教育学部紀要 自然科学 1996；45：

123-133.

10)平井佳代，堀田涼子，今野あかね 他：高齢

者への在宅酸素療法導入の看護に関する研究

の文献レビュー．目白大健科研 2022；15：
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11)板倉康太郎，飯田益子，星野健 他：在宅酸
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負担の検討．心身医 2000；40：465-470.

12)一般社団法人 日本呼吸器学会：在宅呼吸ケ

ア白書 COPD（慢性閉塞性肺疾患）患者アン
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1096.pdf
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人工膝関節全置換術（以下TKAとする）の患者

は、疼痛や患部の腫脹、リハビリテーションの進

行状況などにより1か月程度の入院を必要とする

ことが多い。A病棟ではTKA患者に対しクリティ

カルパスを導入しているが、パスの目標通りの

3週間で退院とすることができない症例も少なく

ない。

同病棟では、術後1病日からリハビリによる床

上訓練を開始し、3病日からは医師の指示により

持続的関節他動訓練機（以下CPMとする）を使

用している。その後も、疼痛コントロールを図り

ながらリハビリとCPMを継続し日常生活動作

（以下ADL）の拡大を目指し、多くの患者は杖歩

行または歩行自立で退院している。しかし、TKA

患者はADL拡大した後も、疼痛や患肢腫脹が続く

ことも多く、リハビリやトイレ以外ではベッド上

で過ごす傾向がみられる。そのため、杖歩行獲得

後も退院までに時間を要することがある。

看護師は鎮痛薬投与による疼痛コントロールや、

患部の冷却、CPMの介助などを中心に関わって

いたが、これまでは患者への自主トレーニング

（以下自主トレとする）を促すことや退院後の生

活を見据えた指導が十分ではなかった。また、患

者自身も術後の患肢の腫脹や疼痛のため積極的な

自主トレに取り組む様子は少なかった。

小松は「TKA術後患者の不安は、時期により

【精神的苦痛】から【術後の回復】、【今後の生

活】へと変化している」1)と報告しており、患者

は歩行獲得後も疼痛や腫脹が残存する状態では、

退院後の生活を具体的にイメージしにくいと考え

られる。一方、先行研究で自主トレーニングは関

節可動域拡大に効果があり、腫脹・熱感の軽減に

効果があるとされている1)。

そこで今回、TKA患者へ向けパンフレットを新

たに作成し、そのパンフレットを用いて統一性の
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ある指導を行うことで、杖歩行獲得後から退院ま

での日数の短縮およびクリティカルパス期間内で

の退院が可能になるかを検証した。

TKA患者へ統一性のある指導を行うことにより、

杖歩行獲得後から退院までの日数の短縮、クリティ

カルパス期間内での退院が可能かを明らかにする。

1． 研究デザイン

前向き介入比較研究

2． 研究期間

2023年3月～2023年7月

3． 研究対象者

A病棟に入院しているTKAクリティカルパス

適用とした患者。及び入院時認知症アセスメ

ントシートに該当しないTKA患者、18名。

4． データ収集方法

1)TKAの入院時から退院までの流れや、自主トレ

方法など記載したパンフレットを作成した。

2)2023年1月に病棟スタッフ全員にパンフレット

導入の説明を行い、患者が主体的に自主トレを

行えるようにチェック表を作成した。

3)入院前に患者には外来よりクリティカルパス用

紙を配布・説明しており、入院時にそれを持参

してもらった。

4)作成したパンフレットには〈入院から退院まで

の流れ〉〈早期離床の重要性〉〈自主トレ〉

〈CPM〉〈痛み止めの種類〉〈痛みがあると

きの対応〉〈創部のクーリング〉〈術後の創

部〉〈適正体重維持〉〈Q&A〉〈退院後の生

活・留意点〉について記載した。入院時や術後

日数で説明する内容を決め、入院時には〈入院

から退院までの流れ〉〈早期離床の重要性〉

〈自主トレ〉まで説明を行い、自主トレは看護

師と共に一通り実施をした。また説明した日付

と看護師の名前の記載欄を作った。

5)日勤帯の受け持ち看護師が指示を元にパンフレッ

トで自主トレ方法やクリティカルパスに基づい

た到達目標（リハビリ、CPM等）の説明をし

た。看護研究担当者3名はその都度対象者の理

解度や、進捗状況を確認した。

6)TKA患者が日々の自主トレの実施内容や時間、

回数を記録用紙に記載する。毎日看護研究担当

者3名が実施できているか確認し、進捗状況に

よって一緒に実施した。

7)2023年3月～2023年7月にTKA目的に入院し研究

に同意を得た全患者（以下介入群とする）と、

2022年3月～2022年7月のTKA目的に入院した全

患者（以下非介入群とする）の杖歩行移行開始

日から退院までの日数を集計した。

8)介入群と非介入群の入院期間、及び杖歩行移行

開始日から退院までの日数の中央値とIQRを出

し、2群間で比較検討した。検定はMann-

WhitneyU検定を行い、統計解析ソフトは

EZRver1.68を使用した。

5．倫理的配慮

1）研究の対象者に対し事前に研究の趣旨を説明し、

協力するか否かは、対象者の自由な意思によっ

て決定されること、協力しない場合でも不利益

が生じないことを説明した。

2）個人が特定されないように、プライバシーの保

護と秘匿性を保持して調査及び分析を行った。

データは鍵の付いた所に保管し、研究終了後速

やかに破棄することを説明した。

3）研究に協力した場合でも、途中で離脱すること

ができるよう説明を行った。

また、離脱しても不利益を被ることは一切生じ

ないことを説明した。

1．総数は非介入群9名（男性1名、女性8名）、介入

群9名（男性2名、女性7名）であった。非介入

群の年齢は平均76.7歳、杖歩行移行日から退院

までの日数の中央値は19日、入院期間の中央値

は28日であった。介入群の年齢は平均74.2歳、

杖歩行移行日から退院までの日数の中央値は18

日、入院期間は28日であった。杖歩行移行日か

ら退院までの日数は中央値で1日早かったが、

入院期間ともに両群間で統計学的な有意差は認

められなかった。また、当院におけるTKAクリ

ティカルパスでは3週間を目安に退院としてい

るが、介入群および非介入群ともに3週間で退
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院ができる患者はいなかった。要因としては、

検査結果や創部の状態、家族の都合や患者の家

庭での役割、独歩での退院希望があった（表1）。

2．術後のADL変化の流れは、術後杖歩行移行日の

平均は非介入群が8.89日、介入群が9.44日で両

群間において統計学的有意差はなかった（図1）。

3．入院時のADLは非介入群・介入群ともに独歩で

の入院であった。

退院時のADLは、非介入群独歩1名、杖8名、介

入群は独歩2名、杖7名であった。

4．介入群からは「退院してから聞きたいことがあっ

た時にこれを読めばいいね」「パンフレットも

分かりやすいし、困った時には看護師さんも教

えてくれるから大丈夫だよ」「頑張って褒めら

れると嬉しいな」「前の手術の時も、これ（パ

ンフレット）があれば良かったのに」「毎日ト

レーニング出来るか心配だったけど、看護師さ

んが声かけてくれたから忘れなかった」「こん

なに出来るようになって嬉しい」などの反応が

聞かれた。
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5．自主トレは4種類を、朝・昼・夕で実施し、実

施した回数を表に記入するよう説明した。当日

受け持ちの看護師が自主トレを促すように声掛

けを日々行った。また自主トレに対して看護師

から労いや称賛があった。

自主トレの実施回数は数や種類を少なくして実

施している患者が見られた。しかし、術後日数

が経過すると実施回数の増加が見られた。

本研究では対象の症例数が少なかったため統計

学的有意差は得られなかったが、介入群は非介入

群より杖歩行移行日から退院までの日数が1日短

縮した。その要因の一つはパンフレットによる統

一的な指導の効果と考えられる。

パンフレット導入前は、看護師が個々のタイミ

ングで指導を行っていたため、統一性がなく看護

師の経験値による指導の差がみられた。また手術

やリハビリ等の患者の環境が変化している中で患

者へその都度説明することは、患者の戸惑いや理

解不十分に繋がる可能性がある。一方、入院時の

患者が比較的安定した環境でパンフレットを提示

し退院までの流れを説明することは、退院までの

ビジョンをよりイメージしやすいと考えられた。

小松は「患者にとって退院することは、自身の生

活をスタートさせることであり、守られた環境で

あった入院生活を終了させることに大きな不安を

抱えている」1)と述べている。患者からも「前の

手術の時も、これ（パンフレット）があったらよ

かったのに」という発言があり、退院後の生活に

不安や戸惑いがあったことが示唆された。今回作

成したパンフレットでは、患者の退院後の生活に

焦点を当てたことで、退院後の患者にとって安心

材料となった可能性が高い。患者の退院後の生活

を見据えた関わりにより、杖歩行移行日から退院

までの日数を短縮できたと考えられた。

もう一つの要因としては患者の自己効力感が向

上したことが考えられる。自主トレのチェック表

を通して実施回数増加が可視化されたことで患者

の達成体験に繋がり「自分ならばこれくらい出来

る」と認知できたことで次回の目標を段階的に掲

げ、自己効力感の向上に繋がったと考えられた。

小松は「看護師の積極的な関わりが患者との人間

関係を良好にし、患者の不安を軽減させる」1)と

述べているように、看護師からの継続的な声掛け

によって、患者にとって看護師が不安等の訴え・

想いを表出しやすい身近な存在となったと考えら

れる。また門田は「専門職である看護師が〈でき

ている部分を認め、称賛する〉ことも遂行可能感

を高め、離床を促進する」2)と述べており、自主

トレの実施に対する労いや称賛は、言語的説得と

なり患者の自信の構築や意欲の向上、更なる自主

トレの継続に繋がったと考えられる。

今回の患者との関わりは、結果として自己効力

感を高める支援になっていたと考えられ、看護師

が患者の自己効力感の向上を意識した関わりの重

要性が示唆された。

一方、クリティカルパス内の3週間での退院は

できなかった。検査結果や創部の状態により退院

許可が得られなかったことは一つの要因である。

その他に、クリティカルパスでは杖歩行が退院の

目安となっているにもかかわらず、患者が独歩で

の退院希望により退院日が延長した例もあった。

その背景として、�辻は「高齢者は、医療従事者以

外の人がいるところでの処置や動作では、人がい

ない場面より羞恥を高く感じる」3)と述べており、

杖歩行での退院が心理的な羞恥感につながった可

能性がある。したがって、退院時には杖使用によ

り歩行が安定することを重要視するだけではなく、

患者の羞恥感や心理面を考慮するケアも重要であ

る。今後は、患者の心理的ケアをしながら、クリ

ティカルパスに沿った退院の実現を検討すること

が課題である。

パンフレットを用いた統一性のある指導により、

看護師から患者への声かけや指導機会が増え、患

者の自己効力感が向上することで、杖歩行移行日

から退院までの日数が短縮できた。

1) 小松真紀子，千葉智代：変形性膝関節症の術

後患者の不安と不安に対する看護ケアの実態．

日看会論集：ヘルスプロモーション・精看・
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近年、独居の高齢者や高齢者世帯において、様々

な問題を抱えたまま再入院を繰り返す患者が増加

している。心不全における再入院の要因の一つと

して、内服薬の飲み忘れや自己中断など服薬管理

上の課題が指摘されている。A病棟においても、

退院時に服薬指導をしたにもかかわらず再入院し

た際、持参薬報告書を確認すると残薬数が合わな

い服薬アドヒアランスの低い患者も少なくない。

A病棟では服薬指導を退院間近に行っているため、

内服薬の必要性についての患者自身の理解につい

て確認がとれていない。服薬指導を含め、塩分や
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水分管理等セルフモニタリングを指導するにあた

り、病態と症状を関連付けて理解してもらうこと

が重要である。文献では「高齢患者や慢性的に症

状が持続している患者では、自己で症状に気づき

にくい場合もあるため、循環動態がある程度落ち

着いていれば、症状が残存している時点からの指

導的な介入を開始することが望ましい」1)とされ

ており、また「特に、内服を継続することが心不

全の改善につながることを視覚的に理解できるよ

うな教材を用いることが効果的である」2)との報

告もあることから、高齢者世帯や独居の高齢者に

対し、入院早期からの視覚教材を用いての服薬指

導を行うことで内服薬の必要性に対する理解度を

高めることができるのではないかと考え、本研究

に取り組んだ。

再入院をした高齢者世帯の患者を対象に、視覚

的な指導から内服薬の必要性の理解を高められた

かを明らかにする。

1．研究期間：2023年2月～4月

2．研究対象者：下記の要件を全て満たし、同意が

得られた患者4名

（1）75歳以上の高齢者世帯または独居である

（2）心不全ステージCで1回以上の再入院歴があ

る

（3）内服指導時には心不全非代償期にある

（4）入院前の生活で内服薬は自己管理をしている

（5）A病院が採用している薬剤自己管理判定フロー

チャート（以下「フローチャート」と記す）の

評価がBまたはCである（資料1）

※フローチャートの評価基準は以下である。

～判定基準～

A：入院時最終処方日から持参薬の残数が合って

いる。薬効が言え自己中断がない

B：入院時、最終処方日から残数が合っていない。

用法は言えるが薬効は言えない

C：Bに加え、補助具の使用や一包化されていて

も内服管理ができない

3．データ収集方法

（1）視覚教材の作成

①視覚教材は、高齢者が見やすく読みやすいよ

う、絵と文字を大きくした。長期的な予後改

善を目的とした心不全治療薬の効果は実感し

にくいため、内服薬の効果については分かり

やすい言葉を使用し、継続する重要性も併せ

て説明するよう3つ作成した（資料2）。

（視覚教材1） 視覚教材は心不全治療薬がも

たらす全体的な作用

（視覚教材2） カードの表に錠剤名とヒート

の図、裏には薬の作用

（視覚教材3） 中断した際に起こりうる症状

と飲み続けることの重要性

（2）服薬指導は担当看護師が行うので、指導方法

と指導時の留意点をスタッフへ周知した。

①正答を求めるだけにとらわれず、患者の表情

や様子から疲労を感じていないか患者のこと

を気にかけるように関わった。

②共感する態度を示し信頼関係を築く関わりを

行った。

（3）服薬指導の実施

①服薬指導の開始時期は、循環動態が落ち着い

ていれば、症状が残存している時点からの指

導的な介入を開始することが望ましいと言わ

れている1)ことから、入院3日～7日目で、下

肢浮腫や労作性呼吸苦が残っている心不全非

代償期にある時期で、呼吸困難感や全身倦怠

感が軽減していることを確認し行った。

②指導は担当看護師が日勤帯に、患者の病室で

疲労感を与えないように20分以内で実施した。

③視覚教材を用いて、①薬の効果、②内服を中

断した際にみられる症状、③飲み続けること

の重要性について行った。①～③の全ての項

目を3回連続で正答できるまで連日、1日1回

継続した。

（4）退院当日と初回外来受診時に視覚教材を用い

て、内服薬について入院中の指導と同じ上記①

～③について患者の理解状況を確認した。

4．自己管理の開始

内服薬について3回連続で正答したことを確認

し、自己管理を開始した。内服薬は可能な限り一
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包化した。

5．評価方法

（1）視覚教材を用いた指導の評価は以下のように

した。

①日勤帯に担当看護師が1日1回行った。

②担当看護師は記録用紙に、指導を実施しなが

らその場で記入した。

③正答の判断については薬剤と効果のカードが

合っていた場合は[〇]とし、合っていなかっ

た場合は[×]とした。

（2）自己管理開始後は、患者が内服している心不

全治療薬について1日1回日勤帯に担当看護師が

質問をし、理解状況を確認した。

（3）退院後初回外来受診時（以下「初回外来時」

と記す）には、以下のデータ収集を行った。

①初回外来時に残薬数をもって飲み忘れの有無

について確認をした。

②視覚教材を使用した指導の効果を明らかにす

ることを目的に、研究メンバーが患者に聞き

取りを行った。

③非代償期に視覚教材による指導を受けた感想

や意見、退院前後での管理方法の変化の有無、

飲み忘れを防ぐための意識や工夫等について

聞き取りと理解度の確認を行った。確認する

内容についてガイド（資料4）を用いた。聞

き取りは20～30分程度とし、患者のプライバ

シーの確保と患者ができるだけ自由に語れる

よう、外来の個室で行った。内容はボイスレ

コーダーに録音することの許可を得て行った。

④聞き取り後速やかに内容および患者の表情や

様子について観察記録を作成した。

1．指導時と自己管理開始後の理解状況を記録用紙

に基づいて分析した。

2．初回外来時の聞き取り内容と患者の表情をまと

めた観察記録、録音した聞き取りの内容を逐語

録に起こし､内服薬の必要性の理解に関連して

表現されている文脈を抽出し､コード化した｡

対象者に研究の主旨・目的・方法、研究への参

加・不参加は自由意志であること、同意した場合

であってもいつでも途中でやめることができ不利

益を生じないこと、本研究の協力の有無により患

者に不利益が生じないこと、個人が特定されない

ようにすること、研究のデータおよび結果は研究

以外に使用しないことを口頭及び書面にて説明し

た。聞き取りにおいて得られた録音のデータとデー

タ収集に用いた記録用紙は研究者により院内の所

定の場所で施錠をかけ保管し研究終了後、録音デー

タは消去・破棄した。また学会等院外での公表を

することを説明した。所属施設の臨床倫理委員会

の看護研究倫理審査の承認を得た。

1．対象者の概要（表1）

対象者4名の概要は、平均年齢82.5歳、男性1名、

女性3名、世帯構成は独居が1名、配偶者との2人

暮らしは3名でいずれも高齢者世帯であった。心

不全による再入院回数は2回が3名、6回が1名であっ

た。増悪因子は、多い順に水分・塩分過多、内服

薬の飲み忘れ、または内服中断、病識の欠如となっ

ていた。服薬状況は、フローチャートの評価Bが

3名、Cが1名で、心不全治療薬数は4剤内服中が2

名、3剤と2剤内服中がそれぞれ1名ずつであった。

入院時の聞き取りで、4名すべてが服薬中の心不

全治療薬の作用と中断した際のリスクについてわ

からないとの回答だった。

視覚教材を用いての介入時期は、入院3日目が

最も早く、7日目までの期間で介入した。

2．視覚教材を用いた指導後の評価

（1）退院当日・初回外来時の理解状況確認につい

て

退院時・初回外来時共に視覚教材を用いた指

導を再度行った。

A氏は、入院前は飲み忘れや自己中断があっ

たが、退院時と初回外来時の確認では、薬の作

用・中断した際のリスクについての正答は3剤

ともできた。

また、指導後の自己管理においても飲み忘れ

はなかった。
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B氏は、退院時と初回外来時の確認では、薬

の作用・中断した際のリスクについては2剤と

も正答でき、指導後の自己管理においても飲み

忘れはなかった。

C氏は、入院前は飲み忘れや自己中断があっ

た。入院時のフローチャートの評価基準はCで

あり、薬効の理解や薬を一包化していても内服

管理が難しい状況であった。退院時には薬の作

用については4剤中2剤について正答であったが、

初回外来時は全てにおいて正答できた。中断し

た際のリスクも正答でき、退院時までの自己管

理、退院後の自己管理による飲み忘れもなかっ

た。

D氏は、入院前の内服状況は飲み忘れも中断

もなかったが、塩分過多が悪化要因で再入院を

6回していた。入院時の薬の作用については正
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答ができなかったが、指導後は薬の作用につい

て4剤中3剤が正答できた。中断した際のリスク

については退院時と初回外来時ともに正答でき

ていた。飲み忘れと自己中断もなく、薬の管理

を夫に変えていた。

服薬指導実施後の退院当日に行った内服に関

する知識の確認では、2剤と3剤内服中の対象者

は、作用と中断した際のリスクについてすべて

において正答することができた。また、退院後

の初回外来時の確認の際にも同様の結果であっ

た。4剤内服中の2名は、退院時、初回外来時と

もに中断するリスクについては答えることがで

きた。作用については、退院当日で4剤中2剤ま

たは3剤について薬の作用を正答でき、初回外

来時では1名は3剤、もう1名は4剤全てに正答す

ることができた。

（2）初回外来時の聞き取り

退院後の初回外来時には4名全員が飲み忘れ
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と自己中断がなかった。

聞き取り内容は、4つのカテゴリーとしてま

とめられた。

カテゴリーは【 】、 コードは≪ ≫、語り

は「 」で示す。

【内服することで得られる効果のイメージ】は

イメージのしやすさがあった。

≪視覚教材を使用する事での内服薬の必要性

の理解≫で「この薬はこういう薬なんだなー。

飲み続けなければならないことが分かった」と

語られた。また≪症状・効果が視覚的にイメー

ジしやすい≫は「毎日この絵を見せられてね、

飲み続けることが大事と言われて。飲み忘れるっ

てことはなかったよ。この絵も覚えている」

「カードは見やすくて分かりやすかった」「絵を

見てすぐに浮かんだ」「すぐ忘れちゃうけど、

浮腫みを取る薬、心臓を休ませる薬は覚えてい

るよ」と語られた。

【内服効果と症状の実感】は症状が軽減する

ことで内服薬の効果を感じていた。≪内服効果

を体で感じる≫が良くなった時に薬の説明を聞

いて、あーこういう感じなんだなっていうのは

分かった」や、≪内服薬の種類の理解と症状軽

減のつながり≫は「どの薬がどう効いてるのか

は分からなかったけど、薬の内容を聞いて、お

しっこ出す薬をいっぱい飲んでいるのを知って、

朝、体重測って減っているのを見ると、あー効

いてるんだなっていうのは感じた」と語られた。

【内服薬の重要性の実感】は≪大事な薬を飲

んでいる≫ことを実感していること、≪大事な

薬を飲んでいる≫ことを実感していた。「看護

師さんに、毎日間違えちゃだめだよ、飲み続け

なくちゃいけないんだよって言われてたんだ。

大事な薬を飲んでるって感じたし分かったから」

「自分が内服している薬が大事な薬だというこ

とが分かり、このままではいけないと思い、間

違えないように保管の方法を変えた」と語られ

た。

【内服薬に関心を持つ】は≪薬の内容を気に

する≫で「毎日薬の内容の話を聞いて、自分の

薬が気になるようになった」「薬の効果を聞い

て、薬の内容が書いてある用紙を読むようになっ

たよ」と、自身が内服している薬への理解を深

め、その重要性に気づいたことで、飲み忘れを

回避するために患者自らが行動を取っているこ

とが分かった。

今回高齢者世帯の再入院をしている患者を対象

に、視覚教材を用いた指導を行い、退院後の生活

をする中でも内服薬の作用・リスクの理解ができ

た。

芦川氏は、服薬アドヒアランス向上に向けた患

者教育について「症状緩和だけでなく予後改善効

果（元気に長生きする、再入院を予防する等、平

易な言葉で説明する必要あり）を目的とした薬物

療法であることから、症状が改善しても服薬を継

続する必要があること、そしてACE阻害薬/ARB/

ARNI,MRAおよびβ遮断薬については、心不全の

標準治療薬として処方されていても、保険適応の

関係上、薬局で患者に渡される薬剤情報提供書に

は、“血圧を下げる薬”と記載されていることか

ら、たとえ血圧が低めであっても自己中断しない

ことは必ず説明しておくべきである」3)と述べて

いる。心不全の服薬指導では、心保護作用等目に

見えて効果を実感できる薬ではないため、内服す

る必要性と薬の効果について情報を整理してまと

め、具体的にイメージしやすい言葉を選択してい

くことがポイントであると言われている。【内服

することで得られる効果のイメージ】に関して

「視覚教材を使用しながらやってるときは分かり

やすかった。絵をみてすぐに浮かんだ」など視覚

的なアプローチがインタビュー時にも記憶に残っ

ていることが多かった。「毎日この絵を見せられ

てね、飲み続けることが大事と言われて。飲み忘

れるってことはなかったよ。この絵も覚えてる」

「年取ってくると記憶しているのがあれなんだ。

すぐ忘れちゃうんだけど、浮腫みを取る薬、心臓

を休ませる薬は覚えているよ」と視覚教材を用い

たことにより、長期的な予後改善を目的とした心

不全治療薬の効果は実感しにくいが、浮腫の軽減

や体重減少という患者自身の経験と重なったこと

により内服の理解に繋がったのではないかと考え

る。
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寺崎氏は「アドヒアランス不良は、心不全の病

態の理解不足から服薬の必要性を把握できていな

いことが原因であることが多く、疾患の理解と服

薬する目的や必要性を伝えていく必要がある。そ

のため、まずは心不全の病態、発症要因、症状に

対する理解度を深め、次にその疾患と紐づけた薬

の薬効や服用目的を理解させていくよう患者を教

育していく必要がある」4)と述べている。インタ

ビューの内容から、介入時に対象者が自覚してい

た症状は動悸、体重の増加であった。前回入院時

に指導を受けた心不全についての知識より、症状

については理解できていた。非代償期における自

覚症状がある時、軽減した時期と連日指導を受け

ることで【内服効果と症状の実感】にあるように、

心不全の症状、内服することで感じた症状の軽減、

内服効果がリンクし、内服薬の効果の理解が深まっ

たと考える。

浅井氏らの研究結果では、入院を繰り返す慢性

高齢心不全患者の療養生活における体験の一つに

「入退院を繰り返す中で、主に主治医からの病状

説明をもとに、＜自身の病状を理解＞した上で、

自分なりに病状を解釈したり、これまでの生活習

慣を振り返るなどして、＜病状悪化の原因を見定

め＞、［自立・自律した生活を保持するための認

識と工夫］を行っていた」5)と述べられている。

今回の介入により、自分が内服している薬の重要

性や飲み続ける必要性を理解し、これまでの管理

方法では間違えてしまうという【内服薬の重要性

の実感】がみられた。介入により自分が内服して

いる薬の理解ができたことで、対象者が今までの

管理方法を振り返り、自分で飲み忘れの原因に気

づき、飲み間違いを防止する工夫を行っていった

のではないかと考える。

アドヒアランスは、患者が医療者の指示に納得

し、患者自身が積極的に取り組むことを示してい

る。林氏は「薬の効果を実感しにくい場合にもア

ドヒアランスは低下するため、疾患や薬の作用・

副作用を踏まえてなぜその薬剤が必要か、正しい

薬効や処方している理由を患者が理解できるよう

に説明し、納得の上で服用できるように支援する

ことが必要である」6)と述べている。今回指導し

た結果【内服薬に関心を持つ】行動がみられた。

内服薬についての理解により、患者が自分が内服

している薬がどんな効果があるのか知ろうと行動

し、コンプライアンスからアドヒアランスに移行

するきっかけになったと考える。

斎藤氏は「患者が自ら服薬継続の必要性を認識

し納得する、そのプロセスを支援していくことが

看護に求められる」7)と述べている。今回の研究

では、内服薬の必要性の理解を高める関わりを行っ

た。その結果、内服の継続や、自ら内服管理方法

を変更し、飲み忘れを予防する患者もいた。今回

使用した視覚教材と介入時期を考慮した服薬指導

は、有効な服薬指導であったと考える。

なお、本研究は症例数が4例と少数であり、得

られた結果を一般化するには限界がある。症例の

偏りや背景因子を十分に考慮できていない可能性

があり、今後は症例数を増やした検討が必要であ

る。

高齢心不全患者を対象に視覚教材を用いた早期

服薬指導は、内服薬の必要性の理解を高めること

ができる。
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は？．心臓リハ 2022；28：110-115.
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6) 林亜希子：治す 服薬アドヒアランスへの支
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近年、出産は母児の安全性が確保された医療施

設での分娩が主流になっている。武田は「助産師

や出産経験のある女性の助けを得て自分で産むと

いう“生理的な出来事としての出産”から十分な

医療のもと、医師の指示で行う“潜在的な危険を

伴った医学的問題”として捉えられる傾向が強く

なっている」1)と述べている。さらにコロナ禍に

よる家族の付き添い、夫立ち会い分娩が禁止になっ

ていることも妊産婦の不安を高め、医療者に任せ

る分娩が安全であるという意識を助長していると

考えられる。一方で、妊産婦が自分の望む分娩を

医療者に伝えるツールとしてバースプランがある

が、実際には白紙で提出される例も多く「イメー

ジがつかないのでわからない」「どんなことを書

けばいいかわからない」等の声が多く聞かれる。

A病院では分娩期に関わる助産師が産前学級を担

当しており、妊婦が分娩を主体的に臨んで満足で

きるような支援をする必要があると考えた。そこ

で、産前学級の内容を分娩期に特化し、これまで

の講義型産前学級を変更し、妊婦同士の話し合い

の場を設け、助産師はファシリテーターとしてア

ドバイスをする参加型産前学級を導入した。これ

により、妊婦が“どのような分娩を望むか”を具

体的にイメージすることでバースプランを作成し

やすくなり、分娩に対してより主体的な姿勢で臨

めるのではないかと考え、本研究を実施した。

講義型産前学級：パワーポイントを使用して行う

助産師による90分の授業方式の学級。

参加型産前学級：助産師による一方向な講義だけ

82

はじめに

用語の定義



でなく、妊婦と家族の参加を意図した内容とし参

加者同士、また助産師との相互交流や語りを引き

出すような方法をとる学級。

バースプラン：妊婦が分娩や分娩後の希望、自分

の想いを表すもの。その計画したものを医療者側

と話し合い、自分の望む分娩、満足できる分娩と

するもの。

主体性：妊婦自らの思いや行動が表現されている

もの。「～してほしい」など、助産師に期待する

サービスではないもの。

産前学級の改訂前後の受講者のバースプラン内

容を比較し、産前学級のあり方と分娩への主体的

な姿勢との関連性を明らかにする。

1．研究デザイン

質的研究

2．研究期間

2023年倫理委員会の承認後4月～7月

3．研究対象者

1) A病院で分娩を予定している妊娠30週以降

の初産婦で、産前学級の受講を希望しており、

研究内容に同意した妊婦とした。

2) 変更前群2023年4～5月は講義型産前学級、

変更後群2023年6～7月は参加型産前学級を受

講することとした。

3) A病院での分娩を実施されなかった場合は

研究の対象にならない。

4．データ収集方法

研究期間中、以下の方法で同意が得られた患

者に対し、データの収集を行った。

1) 研究協力病棟（産科外来、分娩室、産科病

棟の助産師・看護師）へ事前に研究の主旨と

その方法の説明を行った。

2) 妊婦健診時に保健指導を担当した産科外来

か分娩室の助産師が産前学級の受講を希望す

る初産婦へ研究説明書を用いて説明した。ま

た、産前学級受講までにバースプラン（資料

1）を記載するよう説明した。

5．データ分析方法

2020年8月からCOVID-19の感染対策により

対面での学級が困難となり、zoomを活用して

オンラインでの学級開催となっている。

研究内容に同意をした講義型産前学級を受講

した群と参加型産前学級を受講した群の2群の

バースプランの「陣痛室での過ごし方」「分娩

室に入ってから」「赤ちゃんが生まれたら」の3

項目のうち、A病院で使用しているテキストに

記載されている例文の他にお産に対する自分な

りの想いが書かれたデータを整理し、類似して

いる記述内容ごとにカテゴリ化し、分析した。

6．倫理的配慮

対象者に研究目的と方法、研究への参加は自

由意思であることを、同意を得られた後であっ
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ても、いつでも断ることができること、途中で

中止した場合でも不利益が生じないこと、得ら

れた研究データ及び結果は、個人が特定できな

いよう処理し、研究目的以外に用いないこと、

学会等での公表について文章を用いて説明し同

意を得た。本研究は、A病院の臨床倫理委員会

の看護研究倫理調査の承諾を得た。

本研究に同意し参加した初産婦は30名であり、

そのうち講義型産前学級を受講した妊婦は14名で、

20代8名、30代5名、40代1名であった。参加型産

前学級を受講した妊婦は16名で、20代5名、30代

11名であった。

産前学級は、妊娠中の注意事項、分娩の流れ

（連絡のタイミング、入院から分娩までの流れ、

分娩3要素）、異常分娩（吸引分娩、帝王切開術）、

A病院の分娩についての内容で行っている。参加

型産前学級は、記載したバースプランをもとに、

お産のイメージやどんなお産にしたいかを5～10

分程度話し合う時間を設けた。

対象者が記載したバースプランを分析した結果、

講義型産前学級では、4カテゴリと12サブカテゴ

リが抽出され、参加型産前学級では、5カテゴリ

と11サブカテゴリが抽出された。なお、カテゴリ

は【 】、サブカテゴリは［ ］と表記する。
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1. 講義型産前学級を受講した妊婦のバースプラ

ン（表1）

【助産師の支援に期待】は [助産師からのアド

バイスを希望][助産師による努責の誘導やマッ

サージを期待][助産師に傍にいてほしい][優し

い声かけとケア]の4つのサブカテゴリで構成、

【分娩状況の把握】は [安全を優先][分娩進行

状況の把握]の2つのサブカテゴリで構成、【自

然・安楽なお産】は [リラックスできるお産]

[陣痛の緩和][自然なお産][会陰切開したくな

い]の4つのサブカテゴリで構成、【思い出に残

す】は [撮影したい][胎盤を見たい]の2つのサ

ブカテゴリで構成された。

2. 参加型産前学級を受講した妊婦のバースプラ

ン（表2）

【主体的に臨む】は [自分の力を発揮する]の1

つのサブカテゴリで構成、【助産師の支援に期

待】は [助産師からのアドバイスを希望][優し

い声かけとケア][助産師への産後の要望]の3つ

のサブカテゴリで構成、【分娩状況の把握】は

[安全を優先][分娩進行状況の把握]の2つのサ

ブカテゴリで構成、【自然・安楽なお産】は [リ

ラックスできるお産][自然なお産][会陰切開し

たくない]の3つのサブカテゴリで構成、【思い出

に残す】は [撮影したい][胎盤を見たい]の2つ

のサブカテゴリで構成された。
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講義型産前学級と参加型産前学級を受講した妊

婦のバースプランを比較すると、どちらも【自然・

安楽なお産】と【分娩状況の把握】を望んでおり、

分娩というライフイベントを【思い出に残す】こ

とを希望する表現が同程度あった。また、分娩中

には【助産師の支援に期待】する妊婦が多く、参

加型産前学級を受講した妊婦からは、【主体的に

臨む】姿勢がみられたが少数であった。

1．【主体的に臨む】

前向きに陣痛に向き合い頑張りたいと『でき

るだけ体を動かしたい』『しっかり栄養をとる』

など、分娩に意欲的に取り組もうとする姿勢が

みられる妊婦もいた。武田は「女性自身が妊娠

期に【赤ちゃんのイメージ】をもち、【出産に

向けての身体づくり】を行うことで【自分の力

を信じる気持ち】をもつという体験が、主体性

をもって出産に向かう上で重要である」1)と述

べている。日々のセルフケアに妊婦自身が取り

組めることで出産の主体性につながると考えら

れ、産前学級だけでなく妊婦健診の保健指導を

活用し、妊婦が日々のセルフケアに取り組むこ

とができるよう継続的な関わりが必要である。

助産師は妊婦自身の産む力を引き出し、妊婦の

主体性を尊重し、モチベーションが維持できる

よう関わっていく必要がある。

2．【助産師の支援に期待】

多くの妊婦が『痛みが和らぐマッサージ出来

たらしてほしい』『呼吸法をサポートして欲し

い』と分娩経過中の［助産師からのアドバイス

を希望］しており、講義型産前学級、参加型産

前学級共に、助産師に依存的な傾向がみられた。

三浦は「呼吸法、リラックス法の体験を取り入

れることでイメージが湧き実際に役立つことが

できる」2)と述べている。今回のオンライン産

前学級では、分娩時の呼吸法についての説明は

口頭のみで呼吸やマッサージのデモンストレー

ションは行っていない。そのため、妊婦はイメー

ジしにくいと思われる。呼吸法やマッサージな

どについての動画を作成するなど視覚的な教材

を用いながら、「自分にもできる」という具体

的なイメージを持ち妊婦が主体的に分娩に臨む

ことができるような関わりが重要である。

3．【分娩状況の把握】

妊婦は『進み具合を教えてほしい』『お産の

進み具合をこまめに知りたい』など［分娩進行

状況の把握］を希望していた。初産婦の場合は、

陣痛開始から児娩出までの平均時間が約14時間

と長く、児の誕生へどれだけ近付いているのか

を確かめたいという思いがあると考えられる。

妊婦が分娩中に前向きな気持ちを維持できるよ

う現在の分娩進行状況や今後の見通しの説明な

どが重要になる。また『何か問題があった時は、

すぐに知りたい』など母児共に無事な出産を願

い［安全を優先］したお産を希望している妊婦

もいた。母児の安全は最優先であり、妊婦と家

族への状況説明やその状況においてベストな選

択ができるような支援が必要である。

4．【自然・安楽なお産】

『アロマを焚きたい』『お気に入りのクッショ

ンを持ち込みたい』など自分がリラックスでき

る方法で不安や緊張、苦痛が紛れるように[リ

ラックスできるお産]を望んでいた。また『ソ

フロロジーで産みたい』『できるだけ吸引分娩

はしたくない』など、妊婦は可能な限り人工的

な介入が少ない[自然なお産]をしたいと考えて

いることがわかった。特に会陰切開をしたくな

いと考えている妊婦もいた。不必要な医療介入

が、出産満足度に好ましくない影響を与えるこ

とは明らかになっている。妊婦の希望するよう

に自然な出産となるような働きかけが必要であ

る。

5．【思い出に残す】

妊婦は、分娩直後の母子の様子を写真や動画

で［撮影したい］と願っていた。また[胎盤を

見たい]と希望する妊婦もいた。出産という大

切な機会を形に残しておきたいという妊婦の思

いは当然のことである。コロナ禍で立ち会いが

難しい状況もあり、自分と児の状況をすぐに家

族に知ってほしいという思いもあると考えられ

る。写真撮影が出産満足度を高めたという報告

もあり、今後も出来る限り妊婦の要望に応えて

いくことが求められる。
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今回実施した参加型産前学級の受講者から、バー

スプランで少数ながらも主体性のある表現が確認

されたことから、参加型産前学級は妊婦の主体性

を引き出す一助となり、エンパワーメントを高め

る可能性が示唆された。一方、本研究では症例数

も少ないため、結果の一般化には慎重な解釈を要

する。また今後は量的研究や分娩後の満足度調査

などについても今後調査検討する必要がある。

今回の参加型学級は、助産師がファシリテーター

となったが、参加者同士での話し合いはされず、

助産師の質問に対して参加者が答えるものであっ

た。池住は「参加者が豊かに持っている異なった

さまざまなアイデア、意見、理解、想いが対話に

よって共有され、相互の学び合い、強め合いが起

こる」3)と述べている。対面でお互いの顔を見な

がら話すのとは違い、オンラインで行う場合では、

画面上に映し出された相手との会話になるため、

特に初対面でのグループでは、話始めるタイミン

グなどがつかめず話せなかったのではないかと考

える。参加者同士が話しやすい環境づくりとして、

対面での産前学級の再開も検討する必要性がある

と感じた。さらに、参加者同士が話し合い、産痛

緩和やリラックスの方法など陣痛を乗り越えるた

めの自分に合った具体的な方法を、妊婦自身が考

え気づくことができるよう、助産師のファシリテー

ションの技術を高めることも必要である。話し合

いが有効に行えることで、主体性のある言葉がよ

り多く聞かれるようになるのではないかと考える。

1) 武田順子：主体的な出産・育児に向けて地域

助産師が行う妊娠期の支援に関する研究．岐

阜看大紀 2012；12：3-15.

2) 三浦香奈子，田上晶子：妊婦が求める母親学

級への改善にむけて．仙台病医誌 2005；25：

105-108.

3) 池住義憲：参加型学習とは何か？ より意味

のあるファシリテーターになるために．助産

誌 2004；58：9-16.

1) 上野真希：初産婦が出産中の行動をイメージ

するためのバースプラン．助産誌 2020；74：

534-540.

2) 中村優花，菊地君与，佐藤洋子 他：オンラ

イン両親学級および母親学級の受講満足度に

関する調査研究．周産期医 2022；52：119-

123.

3) 矢澤洋子，宮崎美代子，根本綾香：A病院に

おける出産前教室が分娩期に与える効果とそ

の有効性の検討．長野看研会論集 2018；38

回：11-14.

4) 田中和子，藤本富美江：バースプランの分析

からみる妊婦の出産のイメージと要望．日医

看教会誌 2022；31-1：25-34.

5) 兵藤美幸，細渕久美，�辻真央：夫婦のバース

プランに対する満足度．足利大看研紀 2020；

8：119-128.

6) 星身和子，長谷川悦子，増山利華：産婦の出

産満足度と産後1ヵ月の育児肯定感との関連．
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業務改善部門

1）法人事務局人材部人材開発課

2）法人事務局人材部人材企画課

3）総務部総務課

○小林 亜美1） 渡邉 智久2） 大竹 将貴3）

【はじめに】

当院では、労務担当者の業務負担軽減と院内配

布文書のペーパーレス化を目的として、2023年11

月に人事労務管理システム「SmartHR」（以下Smart

HR）を導入した。大幅なペーパーレス化と採用

手続きや人事情報を一元管理することで、労務担

当者の業務負担が軽減され、作業の効率化および

職員情報の管理精度も向上した。

職員にとっても、必要な手続きや情報を容易に

確認することができ、労務担当者とのやりとりも

スムーズになった。業務の効率化、コスト削減に

より、院内全体の生産性向上に貢献できた取り組

みを報告する。

【目的】

人事労務管理システム導入による業務効率の向

上、労務管理業務の効率化と労務担当部署の負担

軽減などの効果を明らかにすることを目的とする。

具体的には、導入前後の労務管理業務担当部門

（総務課・人材開発課）の業務プロセスの変化、ペー

パーレス化による影響について分析し、SmartHR

の導入がどのような影響を与えたかを検証する。

【方法】

① 給与・賞与明細、源泉徴収票の受取

② 年末調整の書類作成・申請

③ 院内文書の配布・閲覧・保管

雇用契約書などの合意が必要な文書も対象

④ 新規採用者からの手続き書類の回収・確認

上記業務を対象に、SmartHR導入前後を比較

し、効果を検証する

【結果】

人事労務管理システム導入前後の業務プロセス

の変化や、コストに関するデータを収集・分析す

ると、導入後すぐに業務時間の大幅な短縮が確認

された。

具体的には、給与・賞与明細の配布業務である。

従来は約10人の職員が時間にして120時間を月々

に要していた。しかし導入後は、僅か30分で処理

することが可能となった。業務の効率化が図れた

ことで、人件費データ作成の精度向上と労務担当

者のQOL向上へも寄与した。

次に、給与明細や院内配布文書のペーパーレス

化が進み、合計66,905枚を削減することができた

（期間2024年1月～2024年11月、約6,000枚/月）。

これは導入初期を含む数字であり、運用が進んだ

今後は、より多くの削減数となる見込みである。

紙の使用量を減少できたことで、印刷コストや保

管スペースの削減と業務の効率化を実現した。

【結語】

人事労務管理システム導入により、労務担当者

の業務負担軽減と院内配布文書のペーパーレス化

を実現することができただけでなく、必要な職員

情報が容易に検索可能となり職員情報の一元化に

も繋がった。

また、これまで対面で行っていた各種手続きや

情報をシステム上から容易に確認することができ

ることで、職員からも利便性が高まったとの声が

届いている。

今後も継続的な改善を図り、さらなる効率化を

目指すとともに、職員の働きやすい環境を整える

ことに努めていきたい。

山鹿クリニック 事務部

○長谷川晃子 木村 麻里 目黒 成美

【はじめに】

2024年12月2日、健康保険証の新規発行が廃止

となり、マイナンバーカードの健康保険証（以下

マイナ保険証）を基本とする仕組みに移行された。

90

人事労務管理システム導入による

生産性向上への取り組み

山鹿クリニックにおける

マイナ保険証利用促進の取り組みと

利用者数の推移



マイナ保険証対応へスムーズに移行できるよう、

山鹿クリニックでは1年前より利用促進のための

様々な取り組みを行ってきた。その取り組みと利

用者数の推移について報告を行う。

【方法】

・2023年11月

自動再来受付機前のモニターで、マイナ保険証

利用促進の動画再生開始。

・2024年1月

ポスター掲示、イントラで職員・職員家族への

マイナ保険証利用の呼びかけ開始。

・2024年2月

チラシを作成し、配布時に次回のマイナ保険証

利用の声掛けを開始。

・2024年3月

マイナ保険証持参の方へカードリーダーの操作

案内開始（マイナンバーカード未作成、または

使いたくない方へ再度声掛けをしないよう配慮）。

・2024年10月

先に保険証提示された方へも、マイナ保険証を

利用してもらうよう声掛けを強化。

【結果】

動画再生のみを行っていた2023年11月、12月の

マイナ保険証の1日平均利用者数は、わずか9名で

あった。その後、様々な取り組み、特に声掛け、

操作案内を行うようになって以降は利用者数が増

加し、2024年9月には1日平均利用者数が100名超

となり、利用率においても35％と全国平均の13.87

％を大幅に上回る結果となった。

12月2日、マイナ保険証を基本とする仕組みに

移行されたが、混乱することなくスムーズに対応

出来ていると考える。

【考察】

視覚・聴覚に訴えるのみの受け身の姿勢では、

利用者数増には繋がらないことを実感した。

マイナンバーカードをお持ちの方であっても、

使い方が分からなければ使ってもらえない。

声掛け・説明・操作案内を行い、実際に利用し

てもらうことで患者の理解を得ることができ、結

果利用者増に繋がったのではないかと考えられる。

【結語】

現在マイナ保険証対応はスムーズに行われてい

るが、今後の利用率によって診療報酬にも影響す

ることが予想される。そのため今がゴールではな

く新たなスタートなのだと捉え、引き続きマイナ

保険証の利用促進に取り組んでいきたいと考えて

いる。

総合医療センター8階南病棟

○髙橋 和也 大竹 弘美 渡部 桂子

諏訪 朋穂 小原 妃菜

11頁に掲載

周産母子室

○倉沢 由美 大島 美樹 元橋ナオミ

青山 克子 渡邉 杏奈

【はじめに】

近年医師の働き方改革の推進や妊産婦の多様な

ニーズへの対応を目的に、助産師を積極的に活用

する院内助産・助産師外来開設が推進されている。

以前より当科でも助産師外来の取り組みをしてい

たが、コロナ禍・マンパワー不足で定着しなかっ

た。しかし、助産師外来の再開が必要と感じ、妊

婦の腹部超音波検査（以下、腹部エコー）の技術

習得に取り組み、再開できたため報告する。

【方法】

以下のように取り組みをした。

１．2023年度の取り組み

1）医師による勉強会の開催

2）模型を使用して腹部エコーの練習

3）妊婦健診時に医師の指導のもと腹部エコーの
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実施（10月）

4）外来・医師と運用方法についての話し合い

5）2020年度作成の運用マニュアル修正（2月）

２．2024年度の取り組み

1）分娩室入室者・外来での腹部エコー実施

2）助産師外来の流れと機械操作手順のマニュア

ルの作成・修正

3）実施件数の見える化

4）助産師へのアンケート実施（7月・9月）

5）助産師が自立して助産師外来開始（8月）

6）目標と助産診断を記入する用紙を作成（10月）

7）助産師外来受診者へのアンケート開始（10月）

【結果】

分娩室と外来での腹部エコーの実施は、2023年

度上期0件、下期54件であった。2024年度は、上

期161件、下期（11月まで）129件であった。

助産師外来の実施は、2023年度0件、2024年度8

月～9月（週1件）8件、10月～11月（週3件）11件

だった。

また、妊婦へのアンケートでは「ひとつひとつ

詳細に説明してくれた」「医師とはまた違った安

心感があると思った」「いつもよりじっくり見て

もらえた」「聞きたいこともたくさん聞けて良かっ

た」という喜びや満足の声が聞かれた。

【考察】

取り組み開始時は、実施への責任感と不安が強

く、医師が助産師に求める腹部エコーの目的が様々

であり、助産師に戸惑いもあり停滞した。しかし、

医師より助産師の腹部エコーは、胎児の計測や正

常・異常の鑑別ではなくコミュニケーションのひ

とつでよいと助言があったことで、腹部エコーの

技術習得に前向きになれたと考える。

また、実施件数を見える化することで助産師全

員が協力し、腹部エコーを積極的に取り組む姿勢

になり、実施件数が増え技術習得ができた。そし

て、関連部署である外来・担当スタッフ・医師の

理解と協力が得られ、2024年8月より助産師外来

が再開し、エコー操作がスムーズになったことが

予約枠の拡大と実施件数の増加に繋がったと考え

られる。さらに妊婦へのアンケート結果は、助産

師のモチベーションを向上させ、腹部エコーを積

極的に行う姿勢に繋がったと考えられる。

【結語】

助産師が腹部エコーの実施に取り組んだことで

以下につながった。

１．コミュニケーションツールの拡大

２．妊産婦の満足度向上

３．助産師の技術習得とモチベーションの向上

今後も助産師外来を実施することで、助産師に

求められる役割を担っていく必要がある。

1)診療部運営推進本部 医療秘書係

2)診療部運営推進本部

○磯部 幸代1) 坂内 綾1) 渡部 椎那1)

大竹 朋惠1) 小池 絵美2)

56頁に掲載

1)CM部臨床工学科 2)診療部心臓血管外科

○大房 雅実1) 川島 大2) 遠藤 純1)

猪俣 奨貴1) 平塚 仁1) 遠藤 優太1)

宮下 翼1) 高野 良太1) 金子 哲也1)

岡野 龍威2)

【緒言】

人工心肺中の血液浄化には血液浄化装置（以下

専用装置）を用いる方法が選択肢にあるが、専用

装置を必要とする治療は年間数例であり、操作方

法や回路構成等を熟知する必要があるため、人工

心肺担当技士（以下技士）の業務を煩雑にする。

そのため専用装置を使用せず人工心肺に用いる血

液濃縮器に1/4inch径と1/2inch径チューブを改良

した回路を人工心肺装置に接続し、人工心肺中の

血液浄化を可能とするシステム（以下新しい血液

浄化）を10年前に考案した。2015年日本人工臓器
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学会にて報告後10年が経過し、今回あらためて新

しい血液浄化の作業効率を検証した。

【目的】

当院血液浄化センターに配備する専用装置と人

工心肺における新しい血液浄化で、準備に要する

時間を計測し作業効率を比較検証する。

【対象・方法】

専用装置をA群、新しい血液浄化をB群として、

2024年6月から同年12月までの6か月間に専用装置

は血液浄化センター職員、新しい血液浄化は技士

の準備に要した時間を計測し統計学的にP＜0.05

を有意差ありとした。専用装置はカワスミ社製血

液浄化装置KM8700、新しい血液浄化は泉工医科

工業株式会社製MERAHeartAssistSystemⅢ人工

心肺装置に搭載されたローラーポンプを使用した。

尚、毎回の人工心肺では希釈された血液を濃縮す

る目的で血液濃縮器を使用しており、同様の血液

濃縮器を新しい血液浄化で使用した。

【結果】

被験者の従事経験年数は、A群10.8±8.38年、

B群9.88±5.31年で有意な差はなかった（p＜0.59）。

準備に要した時間はA群1813±805秒、B群1281±

277秒で有意な差があった（p＜0.001）。新しい血

液浄化は専用装置が不要であり、購入時約400万

円、10年間の保守点検約150万円の経費を節約し

た。

【考察】

新しい血液浄化は技士の業務負担軽減を目標に、

治療効果を確認した上で10年間継続した。人工心

肺中の血液浄化方法は施設により装置や準備手順、

消耗品が異なるが、新しい血液浄化の洗浄充填の

準備は、生理食塩液の落差圧を用いるシンプルな

手順であることが準備作業を効率化した。

年に数回使用する目的で専用装置を占有するこ

とは、保管場所や管理経費の視点から得策ではな

い。また、血液浄化センターに専用装置と職員を

依頼する既存の体制は非効率であり、新しい血液

浄化は人材等の医療資源の有効活用と作業効率向

上の両面で利益がある。

【結語】

新しい血液浄化は、準備作業に要する時間を短

縮し、作業の効率化を確認した。

今後も医療機器の知識を活用し、治療効果を確

認すると共に、創意工夫の精神を忘れず、シンプ

ルな治療環境の実現に努める方針である。

リハビリテーション部

たけだテクノエイドセンター

○川原田恵里 高浜 祐人 折笠 忍

塚田 徹

【目的】

2021年1月4日たけだテクノエイドセンターが開

所し4年が経過した。事業所運営の中で業務改善

に取り組んだ。特にデジタル技術を活用した業務

改善として、FAX複合機、LINEWORKS、RPA、

ケアプランデータ連携システムを導入した。それ

らの導入効果や今後の課題を報告する。

【方法】

1）FAX複合機導入（2021年1月）

ペーパーレス化、コスト削減のため

2）LINEWORKS導入（2022年2月）

スケジュール管理や情報共有を円滑に行うため

3）RPA導入（2023年1月）

事務作業の省略化、業務効率化のため

4）ケアプランデータ連携システム導入（2023年4月）

業務の効率化とコスト削減、費用削減のため

【経過・結果】

1）FAX複合機導入

印刷、コピー、スキャン、FAXが1台で完結で

きるEPSONビジネスプリンターPX-M6711FTFAX

複合機を導入。文書をPDF化し保存可能となり、

紙やインク代の削減、送信時間の削減に繋がった。

送受信がPDF化できたことにより、文書検索も容

易となった。また、FAX番号登録により、誤送信

による個人情報流出の予防にも繋がった。

2）LINEWORKS導入

2022年2月試験的に導入2022年9月頃にはスタッ

フ全体で本格稼働。予定表機能を使うことで場所

を問わず他スタッフのスケジュール確認ができた。
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トーク、グループトーク機能を活用し、情報共

有を行った。タスク管理画面では、他スタッフの

業務内容把握し、タスクシフトも可能となった。

3）RPAの導入

口座引き落としデータ作成に関して、自動入力

ツールHimacroExを導入した。月120分程度のPC

入力作業が、15分で可能となった。

4）ケアプランデータ連携システム

2023年4月、厚生労働省はケアプランデータ連

携システムの運用を開始。システム導入に向けて

2022年11月福島県地域医療介護総合確保基金事業

補助金「ICT導入支援事業」の申請をし、2023年

1月24日介護支援ソフト「ケアレンツ」を導入。

印刷を行わず内容確認が可能となり紙やインクが

削減し、費用削減に繋がった。システム導入によ

り誤記載、転記ミスの防止、記載時間の削減になっ

た。

また効率化により、開所当初150名程だった利

用者が現在209名まで増加することができた。

【考察】

時間、費用削減、業務効率化が図れ、契約件数

の向上にも繋がったと示唆される。

また、スタッフ間の情報共有がスムースになり、

利用者や介護支援専門員との直接関わる時間が作

れ、より丁寧なサービス提供に繋がったと考える。

事務作業が自動化されたことで誤記載、転記ミ

ス、入力ミスなどを防ぐことができ、データの正

確性を高めることができた。

政府を挙げて医療・介護DXを確実かつ着実に

推進していく（経済財政運営と改革の基本方針

2024）とされている。当事業所も、今後スタッフ

のITリテラシーを高め、費用対策や作業時間の短

縮、個人情報漏洩対策のためWEB請求書の発行、

介護支援ソフトのタブレット化などの検討を行い、

業務効率化・サービスの質向上を行い、更なる利

用者数の増加や質の高いサービス提供に繋げてい

きたい。

1)脳神経リハビリテーション課

2)総合医療センター7階東・南病棟 3)栄養科

○金田麻利子1) 塚田 徹1) 五ノ井桂子2)

久保 萌美3) 朝岡蒼津彦3) 石黒 幸恵1)

53頁に掲載

栄養科

○佐藤アキ子 渡部身江子 朝岡蒼津彦

藤田 昌子 黒岩 敏 遠藤 美織

【目的】

入院患者への栄養指導は、疾病の予防や治療、

退院後の生活を見据えた健康の維持、改善が期待

される重要な取り組みである。しかし実臨床では

他の栄養管理業務に費やす時間や人的不足により、

対象患者に対する指導漏れが一定数存在し、栄養

指導の実施件数の低下に関連していた。そこで、

栄養指導実施件数増加を目指し業務フローを再構

築したため、その成果について報告する。

【方法】

従来の栄養指導業務では、患者が入院後、病棟

担当管理栄養士が個別に判断して主に医師に栄養

指導指示箋の入力を依頼し実施していた。2024年

10月より予定入院患者に対しては入院支援センター

担当管理栄養士が、緊急入院患者に対しては病棟

担当管理栄養士が栄養指導対象者をスクリーニン

グし「医師の代行入力」機能を用いて、初回およ

び2回目の栄養指導指示箋を入力する業務フロー

に変更した。これらは医師の承認に基づき実施し

た。またチーム単位で1日の対応件数や指導内容
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を可視化し各管理栄養士が担当する患者数が均等

になるようにフォロー体制を強化した。

2023年及び2024年の10月～11月の2ヶ月間にお

ける入院患者の栄養指導件数を比較するとともに

管理栄養士22名を対象に栄養指導業務拡大後のア

ンケート調査を実施した。内容は栄養指導業務の

拡大により日常業務に変化を感じているか、業務

量が増加したと感じているか、優先すべき業務や

改善が必要な点はなにかなど業務フロー変更後の

実態を調査した。統計学的分析はSigmaPlot14.0

を使用し、P値が0.05未満を統計学的有意差あり

とした。

【結果】

業務フロー変更後、1ヶ月当たりの栄養指導件

数は2023年の289±21.9件（￥719,200）が2024年

には737±80件（￥1,756,800）へ増加した（P＝

0.017）。また栄養指導実施率は28.9％±0.3が98.4

±1.5％へ増加した（P＜0.001）。

アンケート調査では、栄養指導業務拡大による

日常業務の変化として「多くの患者と関わり指導

や栄養評価ができる」「担当病棟以外の様々な疾

患への指導機会が増えた」などの肯定的な意見が

得られる一方、業務負担の増加を感じるスタッフ

が18名（81.8％）にのぼり、特に指導準備や記録

に要する時間の増加を課題として挙げた。また

「記録簡略化のツールの必要性」など、業務負担

を軽減するための新たなツールの要望がみられた。

【考察】

業務フローの変更により、栄養指導件数が増加

し、栄養指導が必要な患者への介入を徹底するこ

とができた。この理由として、入院支援センター

担当管理栄養士と病棟担当管理栄養士が連携して

栄養指導の必要な患者をスクリーニングし、迅速

に入院中2回の栄養指導を組み込んだことが考え

られた。さらに病棟担当者が実施可能な分のみの

栄養指導を行う従来の方法からチーム体制で業務

分担し業務の偏りを減らしたことにより、従来の

「担当者依存型」の運営から「組織全体で支える

体制」への変換が図られ、効率的な運用が可能に

なった。

またアンケート結果から、栄養指導業務拡大に

伴い業務負担感の増加が明らかとなり、指導準備

や記録作業の効率化が今後の課題である。これら

を改善するため、業務負担を軽減できる工夫やツー

ルの導入が必要と考える。

【結語】

業務フローの変更により栄養指導件数が増加し、

患者に必要な栄養ケアの提供が実現可能となった。

しかし、業務過多や負担増加が問題視されており、

これらの課題に対応する解決策としてAIによる記

録作業の簡略化や業務補助などが期待される。今

後は実際に勤務するスタッフの意見をシステムに

反映し、持続可能な栄養指導体制を構築していき

たい。

臨床工学科

○金子 哲也 遠藤 純 酒井あすか

平塚 仁 佐藤 悠花 大房 雅実

【背景】

臨床工学科では、年間延べ3万台を超える医療

機器・介護用機器（以下、機器）の点検を実施し、

臨床使用における安全性を確保しているが、使用

中の機器に不具合が生じた場合は、使用部署より

点検・修理依頼書（以下、依頼書）が提出され、記

載された内容をもとに臨床工学技士（以下、CE：

ClinicalEngineer）が点検と修理を実施している。

【目的】

依頼書の内容から不具合の原因と傾向を調査し、

CEによる院内修理の経済性と今後の課題につい

て検討する。

【方法】

2022年4月1日～2023年3月31日に提出された依

頼書から、依頼機種の傾向、不具合内容と原因、

破損・経年劣化の有無、CEによる対応、院内修

理によって削減できた外部委託費用（基本料・技

術料）について調査した。

【結果】

点検・修理依頼は、延べ682件（医療機器474件・

介護用機器157件・他51件）あり、購入後5年以上

または製造元で定めた耐用年数を経過した機器
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（以下、年数経過機器）は、内317件であった。

依頼機種の傾向として、医療機器は手動式電子

血圧計85件、輸液ポンプ60件、深部静脈血栓予防

装置55件、患者監視装置49件、パルスオキシメー

ター39件であり、介護用機器は、褥瘡予防エアマッ

ト87件、離床センサー58件、清拭車12件であった。

主な不具合内容は、動作不良や電源が入らないな

ど418件であり、原因は部品の経年劣化234件、人

為的要因による電源コード断線や落下などの破損

143件であった。

CEによる対応は、点検実施のみ176件、院内修

理340件、外部委託修理57件、廃棄109件であり、

院内修理によって外部委託費用約260万円（部品

代を除く）を削減できた。

【考察】

点検・修理依頼と機種の傾向から、医療機器は

患者観察や処置のため複数回使用されるが、介護

用機器は患者入院から退院までが1回の使用とな

るため、機器の使用回数が影響していると考える。

また、年数経過機器の依頼は、老朽化による偶発

的な不具合であった可能性がある。

不具合の原因から、人為的要因による破損があっ

た機器については、使用部署へ取り扱いや使用方

法の教育を見直すことで依頼件数を減らせる可能

性がある。

CEの院内修理により外部委託費用を削減でき

た結果から、病院経営の一助になると考えるが、

外部委託と同等の修理技術を習得し、さらに費用

を削減できることが理想である。そのためには、

今後も医療機器の修理技術向上を目標に研鑽を積

むことと、十分な時間と人材の確保が不可欠であ

る。

今回の調査では、人為的要因による破損を減ら

すことが課題であり、これを解決することが「院

内機器の持続可能な臨床使用」につながると考え

られた。

【結語】

依頼書の内容から不具合の原因と傾向を調査し

た。CEによる院内修理は、病院の経費削減とな

るため、今後も継続する方針である。また、調査

をもとに使用部署へ向けた使用方法などの教育を

見直すことで、人為的要因による破損を減らせる

可能性がある。

1)栄養科 2)筑波大学付属病院 小児外科

○丸山 聖子1) 遠藤万由子1) 黒岩 敏1)

遠藤 美織1) 産本 陽平2)

【目的】

当院では、2019年より栄養科内の商品開発部門

ラポールにおいて、摂食嚥下機能低下を伴う患者

の在宅療養時の食支援を目的に、病院調理師が中

心となり物性等調整食や栄養素等調整食などの介

護食「ラポール」を自施設内で調理し販売してい

る。その有用性や今後の展望について報告する。

【方法】

2019年2月～2024年6月に、当院で販売するラポー

ルを利用した患者を対象とした。診療録上の栄養

指導記録から患者背景、主介護者、介護食「ラポー

ル」の販売数、継続利用率、購入動機及び利用後

の感想を後方視的に調査した。

【結果】

対象は45名で18歳未満の小児が7名（年齢14［13，

15］歳、男児1名、女児6名）、18歳以上の成人が38

名（年齢86.5［80，91］歳、男性21名、女性17名）

であった。小児患者は全員が重症心身障害児かつ

医療的ケア児であった。また小児患者の5名（71.4

％）がローレル指数＜115またはカウプ指数＜15

の「やせすぎ」または「やせぎみ」に該当してい

た。成人患者の基礎疾患は認知症、脳血管疾患が

それぞれ11名（28.9％）と多く、次いで神経変性

疾患5名（13.2％）であった。BMIの中央値［IQR］

は18.6［16.5,20.8］㎏/㎡であり、16名（42.1％）

の患者がBMI18.5㎏/㎡未満の「低体重」であっ

た。成人患者では主介護者は子が22名（57.9％）

と最も多く、次いで配偶者が14名（36.8％）であっ

た。販売数は470件で、2回以上の継続利用は小児

100％、成人34.2％であった。購入動機は「調理

負担の軽減」「試験外泊時の食事提供のため」が

挙げられ「かかりつけの病院食と同様の食事が在
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宅で利用でき安心感がある」という好意的な意見

があった。

【考察】

当院で実施している在宅療養患者に対する介護

食販売の実態を調査し、その有用性を検討した。

摂食嚥下機能が低下した患者に対し、病院内で調

理した物性等調整食や栄養素等調整食を販売する

ことは、介護負担の軽減や介護者の安心感に寄与

していた。また在宅で複数の医療的ケアを要する

患者に対し介護食「ラポール」を用いた食支援を

行うことは、満足度が高く有用であると考えられ

た。

介護食「ラポール」の購入動機では、不慣れな

介護食調理の難しさや調理負担を理由とする意見

が多かった。介護食「ラポール」は摂食嚥下機能

に配慮した食事がすでに調理、梱包されており、

介護者は提供前に再加熱するだけで食事準備が完

了するため調理負担が軽減される。また一食あた

り400円程度で市販品と比較し低価格で購入でき

ることは、在宅医療における経済的負担を減じ、

購入しやすい理由の一つであると推測される。

最後に介護食「ラポール」の販売数であるが、

年間約90件程度の販売があり、注文を受けて調理

をするため、病院に確保されている予備の食材を

調理に利用し、食材追加購入の必要がなかった。

これは近年のSustainableDevelopmentGoals：SD

Gsの概念にも通じ、フードロスの削減にも配慮

している。介護食「ラポール」の利用者は当院の

患者に限定しているが、今後は他の医療機関や施

設にも情報提供を行い、より多くの患者にラポー

ルを用いた食支援ができる体制を確立していきた

い。

【結語】

在宅介護における食支援の重要性は大きく、介

護食「ラポール」は介護負担を軽減するとともに

介護者の食に対する安心感に貢献していた。今後

も在宅介護における栄養サポート体制を充実させ、

地域の医療に貢献していきたい。

学術部門

1)心臓リハビリテーション室

2)リハビリテーション部 3)心臓血管外科

4)臨床検査科生理機能検査室 5)栄養科

6)地域医療連携課

○佐藤 志保1) 五十嵐淳平2) 菅原 康平2)

平野 源太2) 岡野 龍威3) 川島 大3)

星 勇喜4) 本名 拓也4) 齋藤麻依子4)

渡部身江子5) 古沢しのぶ6) 間島 一浩6)

【目的】

心臓リハビリテーション（以下心リハ）は、冠

動脈疾患・心不全・末梢動脈疾患等に対してClassI

で推奨されており、その効果は死亡率を半分に低

減するなど効果は高いとされる。しかしその普及

率は低く、特に維持期（PhaseⅢ）における継続

率は7％程度と報告されている。この原因として

は医師の処方不足、地理的な通院困難、移動手段

や時間の不足、保険支払いの未整備等が挙げられ

ており、会津地域のような医療リソースが乏しく

山間部を含む地域では特に深刻である。

当院では維持期心リハの拡大を目的に2024年1

月より心リハ指導士・臨床検査技師・管理栄養士

による出張心臓リハを開始し、現在5町村（湯川

村・三島町・柳津町・金山町・北塩原村）、11ヶ

所に拡大している。今回はこのうち湯川村での事

例を用いその有用性を検討した。

【方法】

2024年4月より湯川村体育館にて週1回、生活習

慣病患者（高血圧症や糖尿病、肥満など）を対象

とした出張心リハ「サーキットトレーニング教室」

を開始した。心リハ指導士が有酸素運動と自重筋

力トレーニングを組み合わせた運動メニューを作

成し、在宅でも実施可能な運動を多く取り入れて

いる。心リハ指導士は月1回、その他の実施日は

保健師が中心となり心リハを実施している。参加

者は随時受け入れており、11月現在の登録者は66

名で毎回40名程度が参加している。
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毎回サーキットトレーニング教室前に上肢血圧

を測定し、開始から6ヶ月後に体重・BMI・握力・

4ｍ歩行時間・上肢筋厚・心臓足首血管指数（CA

VI）・足関節上腕血圧比（ABI）を計測した。上

肢筋厚・CAVI・ABIは帯同の当院臨床検査技師が

行った。またこの際、参加効果についてのアンケー

トも行った。

【結果】

2024年4月・11月の2回とも測定を行った対象は、

22名（61歳～76歳、平均年齢70.36歳）であった。

測定項目のうち体重（58.5㎏vs57.8㎏；p＝0.004）、

BMI（24.7vs24.5；p＝0.0019）、右握力（26.1㎏

vs27.2㎏；p=0.01）、4ｍ歩行時間（2.1秒 vs1.

6秒；p<0.001）に有意な改善を認めた。ABIにつ

いては、4月・11月の計測で全員が正常範囲内で

あった。血圧・左握力・上肢筋厚・CAVIには、

有意な改善はみられなかった。アンケートには42

名より回答があり、このうち31名が運動により有

益な変化（体重減少 10名、関節痛軽減 6名、身

体が軽くなった 6名、血圧低下 5名、体調改善 4

名）を自覚しており、35名は在宅での運動を継続

していた。

【考察および結語】

心リハを実施可能な施設の乏しい会津地域にお

いて、出張心リハは心血管リスクの低減、フレイ

ルの予防に有用であると考えられた。また参加者

も効果を自覚しており、運動習慣の向上が期待さ

れた。今後は出張心リハを継続することによる長

期的な変化を確認していくと共に対象エリアの拡

大や、客観的指標に基づいた実施内容の検討・一

般化が課題である。

1)リハビリテーション部

2)回復期リハビリテーション課

3)ことばとこどものリハビリテーション課

4)リハビリテーション科 5)脳神経外科

○三星美友奈2) 青木 亜美3) 白井恵理哉2)

阿部 将克2) 成田 知代2) 長谷川敬一1)

嶋﨑 睦4) 阿部 英明5) 西野 和彦5)

近藤 健男4)

48頁に掲載

1)総合医療センター5階東病棟 2)周産母子室

○鈴木 優1) 元橋ナオミ2) 佐藤 大実1)

【はじめに】

2010年の妊娠糖尿病（gestationaldiabetes

mellitus；以下、GDMとする）診断基準改定に伴

い、全妊婦のうち約10％がGDMと診断される。

また、昨今の晩産化傾向もあり、妊婦の糖代謝異

常合併のリスクが高まっている。

GDMは女性の将来の生活習慣病のリスクを知

る一つの契機となり、GDM既往女性の糖尿病発

症率は、妊娠中に正常耐糖能であった女性の7.43

倍といわれている。また、その性質が次世代にわ

たる生活習慣病の発症リスクとして引き継がれる

ことが、胎児プログラミング仮説 （DOHaD）で

明らかになっている。

GDMと診断された妊婦に対し、妊娠期から分

娩・産褥期と切れ目なく関わり、将来を見据えて

支援していくことが求められる。そこで、GDM

の管理入院における退院支援体制の構築を図った。

退院支援の実際と今後の課題について報告する。

【目的】

GDMと診断された妊婦に対し、継続的なケア

を提供するための退院支援体制を構築し、母子の

将来にわたる健康増進のため。

【方法】

１．2021年～2023年の当院におけるGDM妊婦の

割合と患者背景、産後受診の結果をデータ化

し、分析した。

２．退院支援の取り組みとして、以下のことを強
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化した。

(1)妊娠糖尿病パンフレット「自分と赤ちゃん

のために」・問診票・生活スケジュール表

を作成し、外来でGDMと診断され管理入院

が決まった時点から保健指導を充実できる

ようにした。

(2)退院指導チェックリストを作成し、短期間

の管理入院においても多職種で退院支援を

抜けなく実施できる体制を作った。

(3)インスリン導入となった場合や他ハイリス

ク要因のある場合には、ハイリスク妊産婦

連絡票を提出し、地域との連携を図るよう

にした。

【結果】

１．2021年から2023年の分娩件数（2,356件）に

占めるGDM妊婦の割合は6.24％（147名）で

あった。初産婦は42.2％、経産婦は57.8％。

年齢の平均値は33.3歳（19歳-44歳）であっ

た。非妊娠時BMIの平均値は23.9（17.1-47.9）

であった。75gOGTT陽性点においては、1点

陽性が52％・2点陽性が37％・3点陽性が11％

であった。2点陽性以上が管理入院の対象と

なり、インスリン導入にまで至った妊婦は

GDM妊婦の4.7％であった。産後6～12週に

実施する75gOGTTの結果は、正常型81.6％・

境界型16.1％・糖尿病型2.2％で、6.1％（9

名）が内科紹介となった。産後未受診者は7.5

％（11名）であった。

２．問診票・生活スケジュール表・退院チェック

リストの導入により、スタッフからは「これ

までの生活パターンや習慣を細かく知ること

ができて、個別性のある指導がしやすかった」

等の言葉がアンケートにて得られた。

【考察】

GDMのリスク要因として非妊娠時肥満や高年

齢があげられるが、やせや若年妊婦であっても妊

娠初期より生活習慣を含めた保健指導を充実させ

ていく必要がある。GDM既往女性の糖尿病発症

率が高値である中、産後未受診者が7.5％存在し

ており、産後のフォローが十分にできていない現

状にある。産後の退院指導時に受診の必要性を伝

え、産後フォローの受診率を向上させ、将来を見

据えた切れ目のない支援が重要であると考える。

病棟編成により異動者が増えたため、スタッフ

教育を行い、引き続きチーム全体で退院支援に取

り組む必要がある。

【結語】

GDMと診断された妊婦への切れ目のない支援

体制をさらに充実させ、分娩・育児を行う中でそ

の後の妊娠や母子の生涯の健康を考えた生活がで

きるように支援していく必要がある。

1)栄養科 2)外科

3)筑波大学附属病院 小児外科

○神田 美里1） 五十嵐元子1） 渡部身江子1）

遠藤 美織1） 本多 正樹2） 産本 陽平3）

【目的】

アナモレリン塩酸塩は経口のグレリン受容体作

用薬で、食欲増進と骨格筋の合成促進作用を有す

る。本邦では2021年1月に保険収載され、臨床現

場で広く用いられているが、アナモレリンが有効

である患者因子は未だ不明点が多く、添付文書で

は導入後早期に体重増加や食欲不振の改善が乏し

い場合は効能が期待できないとし、原則投与の中

止が推奨されており、導入後早期の効果発現が重

要となる。

今回我々は、消化器がん患者におけるアナモレ

リン導入後、早期の体重増加及び食欲不振の改善

を評価し、早期改善と関連する患者背景因子や早

期改善が患者予後に与える影響を検討した。

【方法】

2021年7月1日～2023年12月31日にがん悪液質と

診断され、アナモレリンが導入された消化器がん

患者を調査した。初回評価時に導入前と比較し体

重増加及び食欲不振の改善を得た患者：早期改善

群と、その他：非改善群に分け、患者背景、栄養

状態、血液検査値、継続投与の有無、予後を比較

検討した。

統計学的分析はSigmaPlot14.0を用い、P＜0.05

竹田綜合病院医学雑誌 51：2025

99

アナモレリン導入後の早期改善効果と

患者予後との関連



を統計学的に有意差ありとした。

【結果】

対象は75名（早期改善群16名、非改善群59名）。

患者背景や血液検査値に両群で有意差はなかった

が、早期改善群は導入前6ヶ月の体重減少率が大

きく（10.2％ vs8.2％：P＝0.036）、アナモレリ

ンを12週継続できる患者が有意に多かった（93.8

％ vs23.7％：P＜0.001）。3ヶ月死亡は早期改善

群0％ vs非改善群30.5％で（P＝0.016）、6ヶ月

死亡は18.8％ vs54.2％（P＝0.016）と早期改善

群で低値だった。

【考察】

本研究の結果からアナモレリン内服による早期

の体重増加、食欲増進効果は導入前6ヶ月以内の

体重減少率が大きな患者ほど得やすく、早期改善

の有無は12週間の継続投与や3ヶ月、6ヶ月死亡率

にも関連することが示された。

早期改善群で過去6ヶ月間の体重減少率が大き

かったが、非改善群で3ヶ月死亡率が32.1％と高

いことを考慮すると、非改善群には導入時すでに

不応性の悪液質に陥っていた患者が多く含まれて

いた可能性がある。不応性悪液質の患者ではコン

トロール不能な胸腹水の貯留の存在や、エネルギー

消費量の減少が報告されており、これらが体重減

少率の差に一部影響したと考えられる。不応性悪

液質の患者では、アナモレリンによる改善効果が

乏しいことは既知の事実で、非改善群の患者の多

くがその恩恵を十分に享受できなかったものと推

察される。今回の検討では悪液質の進行度を除き、

アナモレリンによる早期改善の予測因子は同定で

きず、更なる検討が必要である。

【結語】

アナモレリンの早期改善効果は、以降の継続投

与や患者予後に影響することが示唆された。早期

改善に関連する患者因子は未だ不明点が多く、更

なる検討が望まれる。

リハビリテーション部

運動器リハビリテーション課

○長谷部祥平 横地 正伸

【はじめに】

長期臥床により筋厚・筋輝度、筋力などは低下

する（Puthuchearyetal,2013）。筋厚は筋の量

的な、筋輝度は質的な指標となる。これらは、

ActivitiesofDailyLivingやQualityofLife改善に

関連するため、リハビリテーション「以下＝リハ」

では、重要な評価となっている。臨床では、超音

波画像診断装置「以下＝エコー」やハンドヘルド

ダイナモメーター「以下＝HHD」を使用して解

析する。

本研究では、長期臥床をよぎなくされたすべり

症に対する腰椎固定術を施行した患者に対して、

下肢筋力・筋厚・筋輝度を測定し、経時的変化に

ついて報告する。

【対象者・方法】

60代、男性。腰背部痛により体動困難となり当

院受診し、過去に手術をした腰背部創術部の感染

症と診断された。筋厚・筋輝度はポケットエコー

（miruco,日本シグマックス株式会社）を用い、

大腿直筋および中間広筋を測定し、ImageJ（アメ

リカ国立衛生研究所製）にて解析を行った。筋力

はHHD（株式会社日本メディックス）を用いて

膝伸展等尺性筋力を評価し、トルク体重比（Nm/

㎏）を算出した。これらのデータを、測定開始時

比（％）として解析した。測定は術後のリハ開始

時、以降2週間ごとに実施した。

【結果】（右/左）

筋厚（㎝）：開始時 1.73/1.38.

2週 1.58/1.28.開始時比：91.3/92.8％.

筋輝度（a.u.）：開始時 72.0/105.7.

2週 69.4/109.9.開始時比：96.3/104.0％.

膝伸展筋力（Nm/㎏）：開始時 0.72/0.37.

2週目 0.86/0.61.開始時比：120.0/161.5％.

【考察】

リハ開始時と2週間後の筋厚・筋輝度・筋力を
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比較した結果、筋厚は左右とも減少し、筋輝度は

右下肢は減少、左下肢は増加した。筋力は左右と

もに増加した。理由として、筋力増強に神経因子

の影響が大きかった可能性が挙げられる。筋力ト

レーニング開始後2～3週にかけて筋力増加は、筋

肥大よりも神経因子の影響が大きいと報告されて

おり、本症例も同様であると考える。筋輝度が右

下肢で減少、左下肢で増加した理由として、筋輝

度は筋肉内の脂肪細胞と線維組織の割合を反映す

ると報告されている（Pillenetal,2008）。値が

増加すると脂肪や繊維組織の割合が増えたことを

示している。右下肢は、筋繊維を増加させるだけ

の負荷をかけることができた可能性が高い。筋厚

が減少した理由としては、筋萎縮を予防するだけ

の十分な下肢筋活動を提供することができなかっ

た可能性がある。

【結語】

筋力だけでなく、筋厚・筋輝度を評価すること

で筋肉の質的変化を把握することが出来た。

エコーによる、筋厚・筋輝度の評価は非侵襲的

であり、体動困難なケースでも使用でき、筋肉評

価に有益な可能性がある。

芦ノ牧温泉病院

リハビリテーション室 理学療法士

○竹山 大輔

【目的】

パーキンソン病（PD）患者の歩行障害に対し

て、視覚刺激や音刺激を利用した歩行練習が推奨

されている（PD治療ガイドライン2011）。一方で、

外部刺激への依存性を高める可能性が指摘されて

おり、近年では生体情報を可視化して内発的に運

動を制御させる、バイオフィードバック療法の有

効性が報告されている。本検証で使用したWALK-

MATEGAITCHECKERPro@ （WM）は、腰・足

部に装着した慣性センサにより歩行中の時空間的

軌道や特徴量を計測し、即時にフィードバックで

きる歩行分析デバイスである。今回、WMを用い

た視覚バイオフィードバックがPD患者の歩行機

能に与える影響について検証した。

【方法】

対象は、歩行可能なPD症例1例（70歳代女性、

Hoehn-Yahr分類Ⅰ、生活機能障害度Ⅱ）とした。

対象者には書面にて同意を得て、当院倫理審査委

員の承認を得た。

研究デザインはトランスファーデザインを用い、

プレテスト・介入期・ポストテストで構成した。

プレテストでは、20分間の運動療法および歩行練

習後にWMによる歩行計測を実施した。計測は、

①10ｍ快適歩行、②10ｍ歩行に認知課題を付加

した二重課題歩行、③3分間歩行の計3条件で計測

した。評価項目は、腰・足部軌道、重心動揺、歩

幅、ステップ周期とし、歩行の変動性の評価とし

てCoefficientofVariation（CV）値［標準偏差/平

均×100］を各種歩行パラメータに対して算出し

た。その後、介入期にて対象者に分析結果をフィー

ドバックし、歩行中の問題点を共有した。介入時

間は30分間とし、問題点の修正とWMによる再評

価を繰り返し実施した。介入後、5分間の休憩を

とり、ポストテストに移行した。介入5分後（ポ

ストテスト1）に即時効果を判定し、介入翌日

（ポストテスト2）に持越効果を判定した。

【結果】プレ/ポスト1/ポスト2の順に記載。

条件①：重心動揺［㎝］3.2/3.6/3.4。歩幅［ｍ］

0.97/0.92/0.95。歩幅CV4.8/4.5/4.6。

ステップ周期［sec］1.1/1/1.1。ステッ

プCV5.6/5.3/4.9。

条件②：重心動揺5/4.3/4.1。歩幅0.94/0.95/0.93。

歩幅CV6.5/5.5/5.1。ステップ周期0.98

/0.96/0.98。ステップCV6.6/6.3/6.2。

条件③：重心動揺4.8/4.5/4.4。歩幅0.88/0.91/

0.9。歩幅CV8.5/7.9/7.2。ステップ周

期0.93/0.96/0.98。ステップCV10.3/9.

5/9.2。
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【考察】

本症例は、歩行の難易度が高まると重心動揺お

よび歩行の変動性が増大する特徴が挙げられた。

これらに対して、本介入は各種歩行パラメータを

即時的かつ持続的に改善させた。WMにより、患

者の運動イメージと歩行データとの差を可視化し、

両者の乖離に気づきを付与したことで、客観的に

歩行状態を把握することができ、自発的な運動制

御を可能にしたと考える。また、即時にフィード

バックできるという点で、効率的に運動学習を促

すデバイスとして有効である。今後は症例数を増

やすとともに重症度別での検証も進めていきたい。

1)リハビリテーション科 2)診療部

3)リハビリテーション部 4)看護部

○近藤 健男1） 嶋﨑 睦1） 黒木 優佑2）

成田 知代3） 伊藤ゆかり3） 小島 恵子4）

長谷川敬一3）

【目的】

日本人の平均寿命は男性81.1歳、女性87.1歳と

超高齢化社会となり、日本人の3人に1人は90歳を

迎えるようになった。一方で医学・医療の進歩に

より手術技能・手技、使用材料・機材・薬品が向

上し、より安全に手術が施行可能となってきた。

このため高齢者などリスクが高い患者に対しても

手術適応が拡大している。転倒骨折は高齢者にお

ける常時臥床の原因として認知症・脳血管障害と

並ぶ重大な疾患である。このため超高齢者の転倒

骨折の急性期・回復期・生活期を通した治療予後

の検討は重要と考える。しかしながら、90歳以上

の大腿骨近位部骨折の治療の詳細な検討は少ない。

本研究では当院回復期リハビリテーション病棟

（回復期病棟）を退院した90歳以上の大腿骨近位

部骨折患者の受傷背景と治療予後を検討すること

で、その現状を明らかにすることを目的とした。

【方法】

令和5年4月1日～6年3月31日に当院回復期病棟

を退院した患者のデータを連結可能匿名化し検討

を行った。患者背景として年齢・性別・受傷前日

常生活動作 FunctionalIndependenceMeasure（FI

M）・同居者の有無・受傷機転を、治療方法効果

について受傷部位・受傷から手術までの日数・入

院日数、治療結果として入院時・転入時・退院時

FIM・転帰先を調査検討した。

【結果】

令和5年度の回復期病棟の総退院数は290名であっ

た。このうち90歳以上の大腿骨近位部骨折患者は

20名で、全例が当院整形外科で骨折に対する外科

治療を施行されていた。年齢は平均±標準偏差

93.1±1.9（中央値93.0）歳で、男性4名・女性16

名であった。患者の受傷前FIM 75-124（中央値

108.5）、FIM運動項目（以下FIM-M）55-90（中

央値79.0）、FIM認知項目（以下FIM-C）20-35

（中央値31.0）であった。16名は親族と同居のも

と何らかの庇護を受けて生活していた。転倒原因

はスポーツ中1名・買い物中1名以外の18名は日常

生活中の屋内転倒であった。整形外科入院時FIM

30-64（中央値44.5）、FIM-M13-26（中央値18.0）、

FIM-C13-35（中央値28.0）と運動項目を中心に

受傷前と比較し低下していた。受傷部位は転子部

14例・頚部6例であった。受傷から手術までの日

数は平均±標準偏差 5.1±7.9（中央値1.0）日で

あった。回復期病棟転入時FIM 31-80（中央値

51.5）、FIM-M 18-48（中央値28.0）、FIM-C13-

33（中央値25.0）といずれも入院時と比較し若干

改善していたが、受傷前と比較すると大きく低下

していた。回復期病棟入院期間は平均±標準偏差

58.5±18.2（中央値61.5）日であった。回復期病

棟退院時FIM 36-116（中央値68.0）、FIM-M 20-

83（中央値45.5）、FIM-C14-34（中央値24.5）

と運動項目での改善を認める患者が見られた。退

院時運動項目ではFIM-M 30以下の常時臥床状態5

名、31-60の中～軽介助11名、61以上の見守りか

ら修正自立4名であった。転帰先は自宅18名、介

護老人保健施設2名と在宅復帰率は90％であった。

【結語】

当院回復期病棟で治療を行った90歳以上の大腿

骨近位部骨折患者の約半数は受傷前介護なしで生

活を送っていた。しかしながら、8割近くの患者

102

90歳以上の大腿骨近位部骨折患者の

受傷背景と治療予後の検討



は親族と同居の元で何らかの庇護を受けて生活し

ていたと考えられる。受傷機転は日常生活での移

動中の転倒が大多数で、移動補助具や環境整備な

どが転倒予防において重要と考えられた。適切な

骨折手術後に回復期リハビリテーションを施行し

ても身体的な改善が十分ではなく、受傷前に近い

日常生活活動が得られる患者は2割程度であった。

残りの8割は軽～中等度以上の介助を要する状態

となった。にもかかわらず9割近くの患者が自宅

退院・在宅介護となることから、90歳以上の大腿

骨近位部骨折患者の回復期リハビリテーションで

は十分な在宅介護ができる状態を帰結として想定

した治療が重要ではないかと考えられる。

1)初期臨床研修医 2)呼吸器外科

3)福島県立医科大学呼吸器外科学講座

○井上 大雅1） 山浦 匠2） 遠田 晶生2）

髙橋 花奈1） 鈴木 弘行3）

42頁に掲載
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